代理

１ 代理一般／問題編（17問） 同／解答解説編
２ 表見代理／問題編（６問） 同／解答解説編
３ 狭義の無権代理／問題編（11問） 同／解答解説編
４ よくわかる！ 民法重点講座
【出題者のねらい】
民法の実力を知るには，格好の分野です。宅建業法を理解する上でも代理は重要ですから，基本
だけでなく応用力ももっているかどうかを試したいのです。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 代理一般／問題編
【問１】
権限の定めのない代理人は，保存行為に限り行うことができる。（63-2-2）
【問２】
Ａの代理人Ｂが，Ｃの強迫により，Ｃと不動産の売買契約を結んだ場合，Ａはその契約を取
り消すことができる。（61-3-1）
【問３】
Ａの代理人Ｂが，Ａの同意を得ずしてＡを売主，Ｂを買主とする不動産の売買契約を結んだ
場合，Ａはその契約を追認することができる。（61-3-3）
【問４】
代理権は，本人又は代理人の死亡のときにのみ消滅する。（63-2-3）
【問５】
代理権が消滅した後の代理人のした行為は，すべて無効である。（63-2-4）
【問６】
Ａが，Ｂに代理権を授与してＡ所有の土地を売却する場合，Ｂは，Ａが死亡した後でも，Ａ
の代理人としてこの土地を売却できる。（12-1-4）
【問７】
Ａは，Ｂ所有の建物の売却（それに伴う保存行為を含む）について，Ｂから代理権を授与さ
れているが，買主を探索中，台風で破損した建物の一部を，Ｂに無断で第三者に修繕させた場
合，Ｂには，修繕代金を負担する義務はない。（13-8-3）
【問８】
買主Ａが，Ｂの代理人Ｃとの間でＢ所有の甲地の売買契約を締結した場合で，ＣがＢの代理
人であることをＡに告げていなくても，Ａがその旨を知っていれば，当該売買契約によりＡは
甲地を取得することができる。（17-3-ｱ）（13-8-1）
【問９】
ＡがＢから代理権を与えられて，契約を締結しようとする場合に，Ａが未成年者であるとき
は，Ｂは，親権者の同意がないことを理由として，Ａが締結した契約を取り消すことができる。
（3-3-1）（12-1-1）（6-4-1）（4-2-1）
【問10】
Ａが，Ｂの代理人としてＣとの間で，Ｂ所有の土地の売買契約を締結する場合に，Ｂは未成
年者であっても，Ａが成年に達した者であれば，Ｂの法定代理人の同意又は許可を得ることな
く，Ａに売買の代理権を与えて，Ｃとの間で土地の売買契約を締結することができ，この契約
を取り消すことはできない。（14-2-3）
【問11】
ＡがＢの代理人としてＢ所有の甲土地について売買契約を締結した場合で，Ａが甲土地の売
却を代理する権限をＢから書面で与えられている場合，Ａ自らが買主となって売買契約を締結
したときは，Ａは甲土地の所有権を当然に取得する。（20-3-1）（12-1-3）（3-3-3）
【問12】
ＡがＢの代理人としてＢ所有の甲土地について売買契約を締結した場合で，Ａが甲土地の売
却を代理する権限をＢから書面で与えられている場合，ＡがＣの代理人となってＢＣ間の売買
契約を締結したときは，Ｃは甲土地の所有権を当然に取得する。（20-3-2）（8-2-1）（3-3-4）
【問13】
Ａが，Ｂ所有の建物の売却について，Ｂから代理権を授与されている場合に，Ａは，急病の
ためやむを得ない事情があっても，Ｂの承諾がなければ，さらにＥを代理人として選任しＢの
代理をさせることはできない。（13-8-4）（12-1-2）（19-2-1）
【問14】
Ａは不動産の売却を妻の父であるＢに委任し，売却に関する代理権をＢに付与した。この場
合，Ｂが復代理人Ｅを適法に選任したときは，ＥはＡに対して，代理人と同一の権利を有し，
義務を負うため，Ｂの代理権は消滅する。（19-2-4）
【問15】
Ｂの代理人Ａは，Ｃ所有の土地についてＣと売買契約を締結したが，ＣはＡをだましていた。
この場合，Ａは当該売買契約を取り消すことができるが，Ｂは取り消すことができない。
（2-5-3）（4-2-2）
【問16】
Ａが，Ｂの代理人として，Ｃとの間でＢ所有の土地の売買契約を締結する場合に，Ａが，Ｄ
をＣと勘違いした要素の錯誤によってＤとの間で契約したときには，Ａに重過失がなければ，
この契約は無効である。（14-2-1）
【問17】
Ａが，Ｂの代理人として，Ｃとの間でＢ所有の土地の売買契約を締結した場合において，Ａ
が，Ｃをだましたときには，Ｂが詐欺の事実を知っていたと否とにかかわらず，Ｃは，Ｂに対
して売買契約を取り消すことができる。（8-2-3）
＊＊＊ １ 代理一般／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［権限の定めのない代理権の範囲］
権限の定めのない代理人は，①保存行為だけでなく，②利用行為，③改良行為を行うことが
できます。保存行為だけでは，代理行為を十分に行うことができないからです。
【問２】○ ［代理行為の効果──本人の取消権］
代理人Ｂが強迫された場合，本人Ａが，その契約を取り消すことができます。
代理行為の効果は，すべて本人に帰属しますから，代理人が強迫されたときの取消権も，本
人が取得するのです。代理人が取り消せるかどうかは，代理権の範囲の問題となります。
【問３】○ ［自己契約の追認］
代理人Ｂが，Ａを売主，自分を買主とすることを自己契約といい，原則として禁止されてい
ます。これに違反する行為は無権代理行為となりますが，本人が事後に追認して完全な代理行
為とすることができます（無権代理行為の追認）。
【問４】× ［代理権の消滅事由］
代理権は，本人または代理人の死亡のときにのみ消滅するのではありません。
代理権は，①本人の死亡，②代理人の死亡，または代理人が破産手続開始の決定あるいは後見
開始の審判を受けたことによって消滅します（法定代理・任意代理に共通）。
任意代理の場合には，さらに，③本人が破産手続開始の決定を受けたことによっても消滅し
ます。
【問５】× ［代理権消滅後の表見代理］
「すべて無効である」というのは誤り。代理権消滅後の代理行為も，一定の要件のもとに表
見代理が成立し，有効な代理行為となることがあります。
【問６】× ［任意代理権の消滅事由］
任意代理権は，信任を受けた本人の死亡によって当然に消滅します。本人Ａが死亡すれば，
Ｂの代理権は消滅しますから，Ｂは，もはやＡの代理人としてこの土地を売却することはでき
ません。
【問７】× ［保存行為］
建物の修繕は，保存行為に該当します。本問の場合，代理人Ａは，建物の「保存行為」につ
いても代理権を授与されていますから，本人Ｂに「無断で」修繕契約をしても，代理行為とし
て有効に成立します。したがって，本人Ｂは，修繕代金を負担する義務があります。
【問８】○ ［顕名主義──代理であることを示さない場合］
代理では，代理であることが相手方にわかるように，本人のためにすることを示さなければ
なりません。これを顕名主義といい，契約の効果が誰に及ぶかを示すのです。したがって，代
理人が，本人のためにすることを示さないでした意思表示は，代理であることがわからないた
め，原則として代理人自身のための行為とみなされ，代理行為は成立しません。
しかし，この顕名がなくても，代理人が本人のためにすることを，相手方が，①知っている
（悪意のとき）か，または，②知らなかったけれども知ることができたようなとき（善意だが過
失があるとき＝善意有過失）には，代理行為の成立を認めても問題はありません。
「ＣがＢの代理人である」ことを相手方Ａに告げていなくても，Ａがそれを「知っていれ
ば」，代理行為としての売買契約が成立し，その結果，Ａは甲地を取得することができます。
【問９】× ［代理人の行為能力］
代理人Ａが未成年者であっても，本人Ｂは，親権者の同意がないことを理由に，Ａが締結し
た契約を取り消すことはできません。
代理人は，行為能力者であることを要せず，制限行為能力者であってもよいのです。代理人
は，代理行為の法律効果を受けませんから，その代理行為が有利に行われるかどうかには関係
がないからです。
つまり，代理人が未成年者であっても，制限行為能力を理由にその代理行為を取り消すこと
はできないのです。未成年者Ａのした代理行為も完全に有効であって，「親権者の同意がな
い」ことを理由に，取り消すことはできません。
本人Ｂ
↓ 法律効果
代理権授与↓
↓ 代理行為
Ａ →→→→→→→ 契約←←←←←←←Ｃ 相手方
代理人／未成年者
【問10】× ［未成年者の法律行為］
未成年者が，他人に代理権を与えて売買契約を締結させる場合，売買契約の効果は，本人で
ある未成年者に帰属しますから，代理権を与えることは単独ではできず，法定代理人の同意を
必要とします。法定代理人の同意を得ないで，売買の代理権を与えて売買契約を締結させた場
合には，この契約を取り消すことができます。
＊ 未成年者が代理人である前問の場合と混同しないように。
本人／未成年者Ｂ
↓ 法律効果
代理権授与↓
↓ 代理行為
代理人Ａ →→→→→→ 売買契約←←←←←← Ｃ 相手方
【問11】× ［自己契約の原則禁止］
同一の契約で，当事者の一方が相手方の代理人となることを自己契約といい，原則として禁
止されます。代理人が，事実上自分１人で契約することになり本人の利益を害する（たとえば，
甲土地の値段を勝手に安くして自分で買ってしまう）からです。
したがって，代理人Ａが「自らが買主となって売買契約を締結」しても，所有権を「当然に
取得する」ことはできません。代理権を「書面で与えられている」かどうかは，まったく関係
がないのです。
＊ ただし自己契約も，本人の同意があれば例外的に有効とされます。
【問12】× ［双方代理の原則禁止］
同一の契約で，同一人が，当事者双方の代理人となることを双方代理といい，双方代理も，
原則として禁止されます。やはり，代理人が自分１人で契約することになり，当事者に不利益
を及ぼすからです
したがって，Ａが「Ｃの代理人となってＢＣ間の売買契約を締結」しても，Ｃが所有権を
「当然に取得する」ことはありません。
＊ ただし双方代理も，当事者双方の同意があれば例外的に許されます。
【問13】× ［任意代理人の復任権］
代理人Ａは，急病のように「やむを得ない事情」があれば，本人Ｂの承諾がなくても，Ｅを
復代理人として選任することができます。
「代理権を授与されている」任意代理人は，その能力・人格などを本人が信頼して選任して
いますから，法定代理人とは異なり，復任権が制限されています。つまり，①本人の許諾を得
たとき，または，②___________やむを得ない事由があるとき（急病など急迫な事情があって自ら代理行為が
できないとき）に限って，復任権が認められているのです。
＊ なお，法定代理人は，本人の許可や特別の理由がなくても，自己の責任をもっていつでも自由に復代理人を
選任できます。法定代理人の復任権が制限されないのは，法定代理人の権限が広範囲にわたり，辞任も容易ではな
く，しかも本人の信任に基づいて代理人になったわけではないからです。
【問14】× ［復代理の性質］
復代理人の選任は代理権の譲渡ではありませんから，復代理人を選任しても代理権は消滅し
ません。復代理人は，代理人の代理人ではなく，本人の代理人として，代理人と同一の権利を
有し義務を負います。つまり，代理人も復代理人も同等の立場で，ともに本人を代理するので
す。
【問15】× ［詐欺による代理行為］
代理人のした契約の効果は，すべて本人に帰属しますから，代理人が詐欺を受けた場合の契
約の取消権は本人が取得することになります。つまり，本人Ｂがこの契約を取り消すことがで
きるのです。
代理人Ａが取り消せるかどうかは代理権の範囲の問題ですから，必ずしも「Ａは当該売買契
約を取り消すことができる」とはいえません。
【問16】○ ［代理人の錯誤］
代理行為では，現実に意思表示をするのは代理人ですから，錯誤があったか，詐欺・強迫を
受けたか，善意か悪意か，過失の有無など意思表示に関する諸事情は，代理人自身について判
断されます。
また，代理行為から生じる法律効果は，すべて本人に帰属しますから，代理人Ａに要素の錯
誤があり，かつ重過失がなければ，本人Ｂは契約の無効を主張できることになります。
【問17】○ ［代理人の詐欺］
代理人が詐欺を受けたのではなく，代理人が詐欺をした場合の問題です。
代理人は，本人のために行為をする地位にありますから，代理人のした詐欺は，いわゆる第
三者の詐欺とはなりません。したがって，Ｃは，代理人Ａによる詐欺の事実を本人Ｂが「知っ
ていたと否とにかかわらず」，Ａの詐欺を理由に，Ｂに対して売買契約を取り消すことができ
ます。
＊ 第三者の詐欺の場合とは違い，Ｂが詐欺の事実を知っている「悪意のときに限って」，表意者Ｃは意思表示
を取り消すことができる，ということにはならないのです。ちょっと，ややこしいですね。
□■ ２ 表見代理／問題編
【問１】
ＡはＢの代理人として，Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結したが，Ａは甲
土地を売り渡す代理権は有していなかった。この場合において，ＢがＣに対し，Ａは甲土地の
売却に関する代理人であると表示していた場合，Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権はない
ことをＣが過失により知らなかったときは，ＢＣ間の本件売買契約は有効となる。
（18-2-1）
【問２】
ＡはＢの代理人として，Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約を締結したが，甲土地を売
り渡す代理権は有していなかった。このとき，ＢがＡに対し，甲土地に抵当権を設定する代理
権を与えていたが，甲土地を売り渡す具体的な代理権がＡにあるとＣが信ずべき正当な理由が
あるときは，ＢＣ間の本件売買契約は有効となる。（18-2-2）（14-2-2）
【問３】
Ａが，Ａ所有の１棟の賃貸マンションについてＢに賃料の徴収と小修繕の契約の代理をさせ
ていたところ，Ｂが，そのマンションの１戸をＡに無断で，Ａの代理人として賃借人Ｃに売却
した。この場合，Ａは，意外に高価に売れたのでＣから代金を貰いたいという場合，直接Ｃに
対して追認することができる。（11-7-1）
【問４】
買主Ａが，Ｂの代理人Ｃとの間でＢ所有の甲地の売買契約を締結する場合において，Ｂが従
前Ｃに与えていた代理権が消滅した後であっても，Ａが代理権の消滅について善意無過失であ
れば，当該売買契約によりＡは甲地を取得することができる。（17-3-ｲ）
【問５】
Ａが，Ｂの代理人として，Ｃとの間でＢ所有の土地の売買契約を締結する場合において，Ａ
が，Ｂから土地売買の委任状を受領した後，破産手続開始の決定を受けたのに，Ｃに当該委任
状を示して売買契約を締結した場合，Ｃは，Ａが破産手続開始の決定を受けたことを知ってい
たときでも，Ｂに対して土地の引渡しを求めることができる。（8-2-4）
【問６】
Ａが，Ａ所有の１棟の賃貸マンションについてＢに賃料の徴収と小修繕の契約の代理をさせ
ていたところ，Ｂが，そのマンションの１戸をＡに無断で，Ａの代理人として賃借人Ｃに売却
した。この場合，Ｃは，Ｂの行為が表見代理に該当する場合であっても，Ａに対し所有権移転
登記の請求をしないで，Ｂに対しＣの受けた損害の賠償を請求できる場合がある。
（11-7-4）
＊＊＊ ２ 表見代理／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［代理権授与の表示による表見代理］
本人Ｂが，相手方Ｃに対し，Ａは「売却に関する代理人である」と表示していた場合には，
代理権授与の表示による表見代理の問題となります。
この場合，Ａに代理権がないことを，相手方Ｃが「過失により知らなかったとき」は，表見
代理は成立せず，売買契約が有効となることはありません。
この表見代理は，代理権を授与したという表示（外形）を信頼した善意無過失の相手方を保
護する制度ですから，その相手方Ｃが，Ａに代理権がないことを知っていたり（悪意のとき），
または，過失により知らなかったとき（善意有過失のとき）には，表見代理は成立しないので
す。
【問２】○ ［権限外の行為の表見代理］
「抵当権設定」の代理権の範囲を越えて「売買契約」を締結したのですから，権限外の行為
の表見代理が成立する可能性があります。
この場合には，相手方Ｃが，Ａに代理権があると「信ずべき正当な理由」があるとき（善意
無過失のとき）は，権限外の行為による表見代理が成立し，ＢＣ間の「売買契約は有効」とな
ります。
【問３】○ ［表見代理の追認］
賃貸マンション１棟の「賃料徴収と小修繕契約」という基本代理権の範囲を越えて，そのう
ち１戸を「売却した」という権限外の行為の表見代理に関する問題です。
表見代理も無権代理の一種であり，したがって本人はこれを追認することができますが，追
認は，①表見代理人Ｂ，または，②直接相手方Ｃ，のいずれに対して行ってもいいのです。
追認を認めたのは，「意外に高価に売れた」というように，権限外の行為であっても，必ず
しも本人に不利益になるとは限らないからです。
【問４】○ ［代理権消滅後の表見代理］
代理権消滅後であっても，相手方Ａが代理権の消滅について善意無過失であれば表見代理が
成立し，その結果，売買契約に基づき，Ａは甲地を取得できることになります。
【問５】× ［代理権消滅後の表見代理］
代理人が「破産手続開始の決定」を受けると，代理権は消滅します。代理権消滅後の行為で
あっても，代理権消滅について相手方が善意かつ無過失のときには，表見代理が成立しますが，
相手方Ｃは，「Ａが破産手続開始の決定を受けたことを知っていた」（悪意）ですから，表見代
理は成立せず，Ｂに対して土地の引渡しを求めることはできません。
【問６】○ ［表見代理と無権代理］
やや難問です。
Ｂの行為が表見代理に該当する場合でも，相手方Ｃは，本人Ａに所有権移転登記の請求をし
ないで，無権代理人Ｂに損害賠償請求ができる場合があります。
【判例】によれば，表見代理も無権代理の一種であるとして，表見代理の規定と無権代理の
規定が競合的に適用されます。つまり，表見代理が成立する場合でも，相手方は善意無過失で
あれば，自由に，本人に表見代理を主張することもできるし，これを主張しないで，無権代理
人の責任（履行責任または損害賠償責任）を追及することもできるのです。
□■ ３ 狭義の無権代理／問題編
【問１】
Ａの所有する不動産について，Ｂが無断でＡの委任状を作成して，Ａの代理人と称して，善
意無過失の第三者Ｃに売却し，所有権移転登記を終えた。この場合，Ｃが善意無過失であるか
ら，ＡＣ間の契約は，有効である。（4-3-1）
【問２】
Ｂ所有の土地をＡがＢの代理人として，Ｃとの間で売買契約を締結した場合で，Ａが無権代
理人である場合，ＣはＢに対して相当の期間を定めて，その期間内に追認するか否かを催告す
ることができ，Ｂが期間内に確答をしない場合には，追認とみなされ本件売買契約は有効とな
る。（16-2-2）
【問３】
Ａの所有する不動産について，Ｂが無断でＡの委任状を作成して，Ａの代理人と称して，善
意無過失の第三者Ｃに売却し，所有権移転登記を終えた。この場合，Ｃは，ＡＣ間の契約を，
Ａが追認するまでは，取り消すことができる。（4-3-3）
【問４】
ＡはＢの代理人として，Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結したが，Ａはそ
の代理権は有していなかった。この場合に，Ｂが売買契約を追認しない間は，Ｃはこの契約を
取り消すことができるが，Ｃが契約の時において，Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権がな
いことを知っていた場合は取り消せない。（18-2-3）
【問５】
買主Ａが，Ｂの代理人Ｃとの間でＢ所有の甲地の売買契約を締結する場合において，ＣがＢ
から何らの代理権を与えられていないときであっても，当該売買契約の締結後に，Ｂが当該売
買契約をＡに対して追認すれば，Ａは甲地を取得することができる。（17-3-ｳ）
【問６】
Ａが，Ｂの代理人としてＢ所有の土地をＣに売却する契約を締結した場合で，Ｂは，Ａに代
理権を与えたことはなく，かつ，代理権を与えた旨の表示をしたこともない。この場合，Ａは，
Ｂの追認のない間は，契約を取り消すことができる。（9-1-2）
【問７】
Ａの子ＢがＡの代理人と偽って，Ａの所有地についてＣと売買契約を締結した場合で，Ａが
売買契約を追認しないときは，Ｃは，Ｂの無権代理について善意であれば，過失の有無に関係
なく，Ｂに対し履行の請求をすることができる。（5-2-2）
【問８】
ＡはＢの代理人として，Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結したが，Ａはそ
の代理権は有していなかった。このとき，Ｂが本件売買契約を追認しない場合，Ａは，Ｃの選
択に従い，Ｃに対して契約履行又は損害賠償の責任を負う。ただし，Ｃが契約の時において，
Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権はないことを知っていた場合は責任を負わない。
（18-2-4）
【問９】
ＡがＢの代理人としてＢ所有の甲土地について売買契約を締結した場合に，Ａが無権代理人
であってＤとの間で売買契約を締結した後に，Ｂの死亡によりＡが単独でＢを相続した場合，
Ｄは甲土地の所有権を当然に取得する。（20-3-3）（5-2-4）
【問10】
ＡがＢの代理人としてＢ所有の甲土地について売買契約を締結した場合に，Ａが無権代理人
であってＥとの間で売買契約を締結した後に，Ａの死亡によりＢが単独でＡを相続した場合，
Ｅは甲土地の所有権を当然に取得する。（20-3-4）（16-2-4）
【問11】
Ａが，Ｂの代理人としてＣとの間で，Ｂ所有の土地の売買契約を締結する場合に，ＡがＢに
無断でＣと売買契約をしたが，Ｂがそれを知らないでＤに売却して移転登記をした後でも，Ｂ
がＡの行為を追認すれば，ＤはＣに所有権取得を対抗できなくなる。（14-2-4）
＊＊＊ ３ 狭義の無権代理／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［無権代理行為の性質］
Ｂが「無断でＡの委任状を作成して」代理人と称して行った売買契約は，無権代理行為です。
無権代理行為は，第三者Ｃがたとえ善意無過失であっても，当然には有効とはなりません。
本人が追認してはじめて有効な代理行為として確定します。
無権代理行為というのは，いまだ効果を生じない状態，つまり，有効とも無効とも確定して
いない状態にあります。この未確定状態は，①本人が追認すれば，有効なものとして，また追
認を拒絶すれば無効なものとして確定し，②相手方が取り消せば，無効なものとして確定する
のです。
【問２】× ［相手方の催告権］
相手方Ｃの催告に対し，本人Ｂが催告期間内に確答しないときは，追認を拒絶したものとみ
なされ，売買契約は無効に確定します。「追認とみなされる」のではありません。
【問３】○ ［相手方の取消権］
善意無過失の相手方Ｃは，本人Ａが追認する前であれば，ＡＣ間の契約を取り消すことがで
きます。本人が，無権代理行為である売買契約を追認してしまえば，契約は有効な代理行為と
して確定しますから，相手方はたとえ善意無過失であっても，もはや契約を取り消すことはで
きません。取消しは，本人が「追認するまで」にしなければならないのです。
【問４】○ ［相手方の取消権］
Ａの無権代理行為は，本人Ｂが「追認しない間」であれば，相手方Ｃが取り消すことができ
ます。ただし，Ｃが，Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権がないことを「知っていた」とき
（悪意のとき）には，この取消権はありません。
【問５】○ ［無権代理行為の追認］
「何らの代理権を与えられていない」無権代理行為も，本人Ｂが「追認すれば」，有効な代
理行為として確定しますから，相手方Ａは甲地を取得することができます。
無権代理行為は，当然には無効なのではなく，本人が追認すると，契約の時にさかのぼって
効力を生じ，はじめから有効になされた代理行為となります。
【問６】× ［無権代理行為の取消権］
無権代理行為の取消権は，相手方のみにあり，無権代理人Ａにはありません。
【問７】× ［無権代理人の責任］
相手方Ｃは，Ｂの無権代理について善意であっても過失があれば，Ｂに対し履行請求できま
せん。本人が「追認しないとき」は，この契約は無効なものとして確定し，その結果，相手方
は，無権代理人に対して，履行責任または損害賠償責任を追及できるのですが，そのためには
善意無過失でなければなりません。
悪意や過失ある相手方を保護する必要はないのです。
【問８】○ ［無権代理人の責任──要件と内容］
無権代理人Ａは，①自己の代理権を証明することができず，かつ，②本人Ｂの追認がないとき
は，相手方Ｃの選択に従い，履行責任または損害賠償責任を負わなければなりません。
しかし，相手方Ｃが，Ａに代理権がないことを知っていたとき（悪意），または過失により
知らなかったとき（善意有過失）には，Ａは責任を負うことはありません。
【問９】○ ［本人の死亡──無権代理人が相続］
無権代理人が本人を単独で相続した場合，本人が追認していなくても，無権代理人が本人の
資格で追認を拒絶することは信義則に反し，したがって，無権代理行為は相続とともに当然に有
効となり，相手方Ｄは甲土地の所有権を当然に取得します【判例】。
本人／死亡Ｂ
↓ 甲土地
↓
相続↓ 無権代理行為
無権代理人Ａ →→→→→ 売買契約←←←←← Ｄ 相手方
【問10】× ［無権代理人の死亡］
本人が無権代理人を相続した場合，本人が自分の資格で被相続人（無権代理人）の無権代理
行為の追認を拒絶しても，信義則に反するところはなく，したがって，相続によって無権代理
行為が当然に有効となるものではありません。
しかし，本人Ｂは，追認を拒絶できる地位にあるからといっても，相続により無権代理人の
責任も承継しますから，相手方Ｅは善意無過失であれば，Ｂに対して，履行請求または損害賠
償請求をすることができます【判例】。
Ｅは，甲土地の所有権を「当然に取得する」わけではないのです。
本人Ｂ
相続↑ 甲土地
↑
↑ 無権代理行為
無権代理人Ａ →→→→→ 売買契約←←←←← Ｅ 相手方
死亡
【問11】× ［無権代理行為と二重譲渡］
やや難問ですね。
Ａが，本人「Ｂに無断で」した売買契約は無権代理行為です。無権代理行為も，本人Ｂが追
認すれば，契約の時にさかのぼってその効力を生じますから，結局，土地がＣとＤに二重譲渡
されたことになります。
この場合，先に登記（対抗要件）のあるＤは，Ｃに所有権取得を対抗できることになります。
□■□■□■□■□■□■ ４ よくわかる！ 民法重点講座□■□■□■□■□■□■
代理の重要点だけまとめています。基本中の基本ですから，繰り返し読んで，完全にマスターしまし
ょう。
□■ 代理一般□■
１ 代理制度の仕組み
契約は，普通は自分で行います。しかし，すべての契約を自分１人で処理するには限界があ
ります。また，未成年者や成年被後見人のように，自分１人では契約できない人もいます。
こんなとき，自分に代わって契約をしてくれる人（代理人）がいたら，活動範囲は飛躍的に広
がりますし，また安全に社会生活を送っていくこともできます。
これを可能にしたのが代理制度で，代理というのは，「代理人が結んだ契約によって，本人
に権利義務が生じる」という制度なのです。
本人Ａ
↓ 法律効果
↓ 代理権授与
↓
代理人Ｂ →→→→ 代理行為（契約）←←←← Ｃ 相手方
２ 代理行為と代理の効果
代理行為は代理人が行いますから，実際に契約の意思表示をするのは代理人です。しかし，
代理行為である契約の効果は，すべて直接本人に帰属します。
意思表示をする者とその効果を受ける者とが異なるというのが，代理の最大の特徴です。
「ＢがＡの代理人として，Ａの所有地をＣに売却した場合，売買契約はＡＣ間で成立しま
す」。代理人Ｂは，「Ａを売主」とする売買契約を「買主Ｃ」と締結したのですから，売買契約
はＢＣ間ではなく，ＡＣ間（本人・相手方間）で成立するのです。
その結果，相手方Ｃは，本人Ａに対して，土地の引渡しや登記の移転を請求できますし，本
人Ａは，Ｃに対して売買代金を請求することになります。
３ 代理の三面関係
代理では必ず，本人・代理人・相手方という三者間に法律関係が生じます。
① 本人・代理人間→→ 代理権の存在をめぐる関係
② 代理人・相手方間→→ 法律行為をする当事者としての関係
③ 本人・相手方間→→ 法律効果の帰属者としての関係
＊ 試験では，①②③の関係が複合的に出題されます。
４ 本人・代理人の関係
① 代理の認められる範囲── 意思表示（契約・法律行為）に限る
代理は，他人に代わって契約をする制度ですから，意思表示に限って認められます。意思表
示ではない不法行為や事実行為に代理は認められません。
ただし，意思表示であっても，婚姻・縁組・認知・遺言など身分上の行為にも，代理は許
されません。代理は，代理人が自分の判断で意思決定をするものですから，絶対に本人の意
思決定を必要とする行為には代理は許されないのです。これを「代理に親しまない行為」と
いいます。婚姻や遺言の内容を代理人が決めたのでは，たまったものではないでしょう。
② 代理権の範囲
ａ 法定代理権の範囲は法律の規定によって，任意代理権の範囲は本人・代理人間の授権
行為によって決まります。
【判例】に現われた事例には，次のようなものがあります──
・売買契約を締結する代理権には，登記をする権限，相手方から取消しの意思表示を受
ける権限，契約不成立の場合に手付金・内金の返還を受ける権限が含まれます。
・売買代金取立のための代理権には，その売買契約を合意解除する権限は含まれません。
ｂ 自己契約と双方代理── 代理権の制限
自己契約というのは，代理人が，契約当事者の一方になることです。Ａの代理人Ｂが，
一方でＡを代理し，他方で自分の資格で，ＡＢ間の契約を締結する場合です。
双方代理というのは，同一人が，当事者双方の代理人となることです。Ａの代理人Ｂが，
一方でＡを代理し，他方でＣを代理して，ＡＣ間の契約を締結する場合です。
ｃ 自己契約・双方代理の原則禁止── 本人の利益保護のため
自己契約・双方代理は，原則として禁止されます。
事実上，代理人が自分１人で契約することになって，本人の利益を著しく害するからです。
土地建物を売却する代理権を与えられた代理人が，自分でその買主となって格安で買う
ことが許されるとしたら，大問題でしょう。
ｄ 例外ただし次の場合には，例外が認められています。本人の利益を害することはな
いからです。
・債務の履行── 債務の履行は，すでに確定した事項をただ決済するだけで，新しい
利害関係を作り出すわけではありません。
「弁済期の到来した代金の支払い」などがこれにあたります。これは，ただ債務を履
行するにすぎませんから，自己契約を認めてもとくに問題はないのです。
また，「売買に基づく移転登記申請」も債務の履行に準じます。
しかし，「代物弁済」「弁済期未到来の債務」「時効にかかった債務」「争いのある
債務」などの履行は，本人に不利益を及ぼすおそれがあるため，債務の履行にはあた
りません。
・本人があらかじめ許諾した場合── 自己契約・双方代理が禁止されるのは，本人の利
益を保護するためですから，その本人があらかじめ許諾した場合には，禁止する理由は
ないのです。
ｅ 効果
同意なしになされた自己契約・双方代理は，無効なのではなく，無権代理行為となりま
す。したがって，当然には，本人に対して効力は生じませんが，本人が事後に追認すれば，
完全な代理行為となります。
５ 代理人・相手方の関係── 契約の当事者
① 顕名主義（けんめいしゅぎ） ── 代理人であることを明確に
代理行為として成立するためには，代理行為であることがわかるように，代理人は，本人
のためにすることを相手方に示さなければなりません。これを顕名主義といいます。
「本人のためにする」というのは，「契約は代理人の私がするが，契約の効果は本人に帰
属する」ということを明らかにするという意味です。通常は，「Ａ代理人Ｂ」というふうに
表示されます。
代理人が，「本人のためにする」旨を示さないでした意思表示は，原則として代理人自身
のためにしたものとみなされ，代理行為として成立しません。顕名がない以上，意思表示の
効果はすべて代理人に帰属することになりますから，たとえ代理人の意思が本人のためにす
るつもりであっても，これを理由に「錯誤による無効」を主張することはできないのです。
ただし，相手方が悪意のとき，または善意有過失のときには，代理行為が成立します。
つまり，代理人の意思表示が本人のためであることを，相手方が，
① 知っているとき（悪意），または，
② 知らなかったけれども注意すれば知ることができた（善意だが過失がある＝善意有過
失）ときには，代理行為が成立し，本人に効力が生じます。
このような場合には，代理を認めても問題はないからです。
② 代理人の行為能力── 制限行為能力者でもよい
代理人は，行為能力者であることを要しません。未成年者などの制限行為能力者が代理人
となってもいいのです。代理行為の効果はすべて本人に帰属し，代理人は代理行為の効果を
一切受けませんから，制限行為能力者が自ら行った代理行為によって不利益を受けることはな
いからです。
制限行為能力者が単独で行った代理行為も完全に有効で，制限行為能力を理由にその代理
行為を取り消すことはできません。本人も，制限行為能力者であることを承知で代理人にす
るのですから，制限行為能力者が判断を誤って代理行為をしても，その損失は本人が負担す
るとしても問題はないのです。
＊ ただし，代理人にも意思能力が必要なのはいうまでもありません。意思能力がないときは，そもそも法律行
為・契約は無効だからです。
③ 代理行為の瑕疵── 代理人が詐欺にあったら？
代理では，実際に意思表示をするのは代理人ですから，心裡留保，虚偽表示，錯誤，詐欺・
強迫（これらを代理行為の瑕疵といいます），善意か悪意か，過失の有無などは，本人ではな
く，すべて代理人について判断されます。
代理人が相手方と通謀して虚偽表示をすれば無効ですし，また代理人に錯誤があれば無効
です。代理人が詐欺・強迫を受ければ取り消すことができます（取消権は本人が取得します）。
なお，特定の代理行為が本人の指図によってなされたときは，本人は自分が知っていた事
情や過失によって知らなかった事情について，代理人の不知や無過失を主張することができ
ません。本人を保護する必要は少しもないからです。
たとえば，本人が「特定の建物を購入するよう指定」したときは，本人が建物の欠陥を知
っていたり，過失で知らなかった場合には，たとえ代理人がその欠陥について不知・無過失
であっても，本人は売主に対して文句は言えないのです（売主に担保責任を追及することは
できません）。
６ 本人・相手方の関係── 法律効果の帰属者
何度も言及しているように，代理人のした代理行為の効果は，すべて本人に帰属します。
あたかも，「本人自身がその意思表示をしたのと同様」に，意思表示から生じるすべての効
果が，直接本人に帰属するのです。たとえば──
代理人が家屋を買った場合，家屋の所有権・引渡請求権・登記請求権，代金の支払債務など
はすべて本人が取得します。これこそが代理の本質的効果なのです。
このほか，主な効果としては──
① 心裡留保・虚偽表示・錯誤による無効は，本人が主張できます。
② 相手方の詐欺・強迫による意思表示の取消権は，本人が取得します。
③ 家屋に隠れた瑕疵（欠陥）があるとき，売主に担保責任を追及する権利は，本人が取
得します。
代理人がこれらを行使できるかどうかは，代理権の範囲の問題です。
なお，代理人が代理行為をするについて不法行為をしても，その損害賠償責任は代理人自身
について生じ，本人には生じません。不法行為は意思表示ではなく，不法行為責任は意思表示
の効果ではないからです。ただ，本人は，代理人を使用する者として，使用者としての責任を
負うことがあるだけです（不法行為における使用者責任）。
７ 代理権の消滅原因── 代理権は相続されない
任意代理・法定代理に共通の消滅原因は，以下の①②③です。
① 本人の死亡── 本人が死亡したときは，その相続人の代理人となるのではなく，代
理権は消滅します。
本人を保護するための法定代理では，代理の必要性がなくなりますし，任意代理では，
本人が信任した代理人をそのまま相続人の代理人とすることは，適切ではないからです。
② 代理人の死亡── 代理人が死亡したときは，その相続人が代理人となるのではなく，
代理権は消滅します。代理権は相続されません。
③ 代理人が後見開始の審判または破産手続開始の決定を受けたとき── 「すでに」代理人
となっている者が，「その後」後見開始の審判を受けたときは，判断能力が不十分とな
ったのですから，そのまま代理行為を担当させるのは適切ではありません。
また，代理人が破産手続開始の決定を受けたときは，財産管理能力がなくなったわけ
ですから，やはり代理人としては不適格といえます。
④ 任意代理の場合には，このほかに，本人が破産手続開始の決定を受けたときにも，代理
権が消滅します。本人に財産管理能力がなくなるわけですから，やはり，代理人を通じ
て自由に契約させることは，適切とはいえないからです。
＊ 代理権の消滅原因は，「代理権消滅後の表見代理」で問題となりますので，軽くみてはいけません。
□■まとめ□■
１ 代理の認められる範囲
① 代理は法律行為（意思表示）に限られ，不法行為や事実行為には認められない。
② 意思表示であっても，婚姻・縁組・認知・遺言など身分上の意思表示に代理は許され
ない。
２ 代理権の範囲
権限の定めのない代理人は，保存行為，利用行為，改良行為に限りすることができるが，売
買などの処分行為はできない。
３ 自己契約・双方代理
① 原則──自己契約・双方代理は，原則禁止。
② 例外──債務の履行，および，あらかじめ本人が許諾した場合は許される。
③ 効果──同意のない自己契約・双方代理は，無権代理行為となる。したがって，事後
に本人が追認すれば，完全な代理行為となる。
４ 顕名主義
① 原則──代理行為が成立するためには，顕名しなければならない。顕名しない意思表
示は，代理人自身のためにしたものとみなされ，代理行為は成立しない。
② 例外──ただし，相手方が悪意のとき，または，善意有過失のときには，代理行為と
して成立する。
５ 代理人の行為能力
代理人は，行為能力者であることを要しない。制限行為能力者でもよい。
制限行為能力者が単独で行った代理行為も，完全に有効で，制限行為能力を理由にその代
理行為を取り消すことはできない。
６ 代理行為の瑕疵
① 代理行為における錯誤・詐欺・強迫，善意・悪意，過失の有無など意思表示に関する
諸事情は，すべて代理人について判断される。
② 特定の代理行為が本人の指図によるときは，本人は自分が知っていた事情や過失によ
って知らなかった事情について，代理人の不知・無過失を主張できない。
７ 法律効果の帰属
代理人のした代理行為の効果は，直接本人に帰属する。
① 心裡留保・虚偽表示・錯誤による無効は，本人が主張できる。
② 相手方の詐欺・強迫による意思表示の取消権は，本人が取得する。
③ 売主に担保責任を追及する権利も，本人が取得する。
８ 復任権
① 任意代理人の場合──本人の許諾を得たとき，または，やむを得ない事由があるとき
でなければ，復代理人を選任することができない。
② 法定代理人の場合──法定代理人は，本人の許可や特別の事情がなくても，いつでも
自己の責任で復代理人を選任できる。
９ 代理権の消滅原因
① 共通の消滅原因
（本人） 死亡
（代理人） 死亡後見開始の審判破産手続開始の決定
② 任意代理に特有の消滅原因
（本人） 破産手続開始の決定が加わる。
□■ 無権代理□■
１ 無権代理の２つのパターン── 表見代理と狭義の無権代理
無権代理というのは，代理権がないのに「代理行為として行われた行為」をいいます。
代理権がない状態で行われたわけですから，本人に対して効果が生じることはありません。
また，「代理意思」をもってなされた行為ですから，代理人に対しても効果を生じません。結
局，無権代理行為は代理行為とはならず，無効となるべき性質のものなのです。
したがって，相手方としては，無権代理人に対して「不法行為責任」を追及するほかありま
せん。しかし，無権代理行為をすべて「不法行為」として処理することは，代理権がないこと
を知らないで取引した相手方の保護としては，決して十分ではありません。
代理権があるかどうか，その範囲はどこまでかなどについて，相手方としては正確に知ることは
むつかしい場合が多いからです。
そこで，民法は，無権代理行為を当然には無効とはしないで，次の２つのパターンに分けま
した。
① 本人と無権代理人との間に，代理権の存在を信じさせるだけの特別な事情がある場合には，
通常の代理行為（有権代理）として，本人に責任を負わせることにし，
② そうでない場合には，無効として，無権代理人に特別の責任を負わせることにしたので
す。①を表見代理，②を狭義の無権代理といいます。
２ 表見代理──結局，有権代理として扱われる
＊ 表見代理の成立要件，とくに相手方の善意・無過失に要注意
表見代理は，本人と無権代理人との間に，外観上，代理権の存在を信じさせるだけの特別な
事情がある場合に認められますが，その内容により，次の３つのタイプに分けられます。
① 代理権授与の表示による表見代理
② 権限外の行為の表見代理
③ 代理権消滅後の表見代理
これらの表見代理は，結局は有権代理として扱われます。
どういうことかというと，本人は，その行為が「代理権がなく行われた」ことを理由にして
無権代理であることを主張できず，通常の代理行為と同じように，その効果（権利の取得，義
務の負担）を受けなければならないということです。
表見代理は，無権代理の一種ですが，取引の相手方保護のために真実な代理行為として扱わ
れ，真実代理権が存在したのと同様の責任を本人に負わせるものなのです。
たとえば──
① 本人Ａが，相手方Ｃに対して，Ｂに代理権を与えた旨を表示した場合，実際には代理権
を与えていなかったとしても，Ｃが善意無過失のときは，表見代理が成立し，ＡＣ間の売
買契約は有効となるのです。
② 代理人が，「抵当権設定」の代理権の範囲を越えて「売買契約」を締結した場合，相手
方が善意無過失あれば，表見代理が成立し，有効な代理行為となります。
③ 代理人が破産手続開始の決定を受ければ，代理権は消滅しますが，その消滅について相
手方が善意無過失であれば, 表見代理が成立し，有効な代理行為となります。
なお，表見代理となったために，本人に損害が生じた場合，本人は無権代理人に対して，不
法行為または債務不履行を理由に損害賠償を請求することができます。
次に，それぞれの表見代理が成立する要件について，確認しておきましょう。
① 代理権授与の表示による表見代理
１ 意味
「代理権を与えたと表示しながら，実は代理権を与えていなかった」という場合です。
たとえば──
・Ａが，新聞公告でＢを集金の代理人とした旨を「表示」したが，実は何かの事情によっ
て代理権を授与していなかった
・Ｂが，Ｃに対して自分の名義を「表示」して工事することを許容していたというような
場合です。
２ 要件この表見代理が成立するには，ａ～ｃの要件が必要です。
ａ 本人について──
本人が，相手方・第三者に対して，ある人に「代理権を与えた旨の表示」をすること。
・白紙委任状を交付することは，その所持者に「代理権を与えた旨を表示」することに
なります。
・ＡがＢを代理人とする旨の「新聞広告を出す」ことは，「代理権を与えた旨を表示」
したことになります。
ｂ 代理人について──
代理人として表示された者（表見代理人）が，その「代理権の範囲内」で代理行為をす
ること。範囲を越えたときは，②の「権限外の行為の表見代理」が適用されます。
ｃ 相手方について──
相手方が，代理権の存在について善意無過失であること。つまり，相手方が，表見代理
人に代理権がないことを知らず，かつその知らないことについて過失がないことを要しま
す。代理権がないことを知っていたり（悪意），または，普通に注意すれば代理権がない
ことを知ることができたような場合（善意有過失）には，このような相手方を保護する必
要はないでしょう。
＊ この要件は非常に重要で，②権限外の行為の表見代理，③代理権消滅後の表見代理すべてに共通です。
② 権限外の行為の表見代理
１ 意味
「一定範囲の代理権のある者が，その権限外の行為をすること」です。いわゆる「越権行
為」です。権限外の部分が無権代理となります。
２ 要件この表見代理が成立するには，ａ～ｂの要件が必要です。
ａ 代理人について──
権限外の行為であること。つまり，その行為については代理権はないが，ほかに何らか
の代理権（基本代理権といいます）をもっていることが必要です。
全然代理権がない場合は，外見上どんなに代理行為らしくみえても，この表見代理は成
立しません。本人の関与がまったくない場合にまで表見代理を認めれば，今度は，本_______________人の
利益を著しく犠牲にすることになるからです。
【判例】に現れた事例には，次のようなものがあります。
・「借財」の代理権を有する者が，委任状を改ざんして「不動産を売却」した。
・「登記申請手続」の代理権を与えられた者が，権限を越えて「取引行為」をした。
・「家屋賃貸」の代理権を有する者が，その「家屋を売却」した。
ｂ 相手方について──
善意無過失であること。つまり，権限外の行為を「権限内の行為」であると信じ，かつ，
そう信じることについて「正当な理由」がある場合でなければなりません。
・本人から，実印・印鑑証明書・委任状などを託された場合には，「正当な理由」があ
るとされます。
・夫婦の一方が他方の実印などを所持している場合には，必ずしも「正当な理由」があ
るとは限りません。
③ 代理権消滅後の表見代理
１ 意味
「代理権の消滅後に，なお代理人として行為をした」場合です。たとえば，集金の代理人
が解雇された後に，代理人として集金したような場合です。
２ 要件この表見代理が成立するには，ａ～ｂの要件が必要です。
ａ 代理人について──
代理人の代理権が消滅したこと，つまり，以前に代理権を有していたことが必要です。
「はじめから」代理権を有していなかった場合には，この表見代理は成立しません。
ｂ 相手方について──
相手方が，代理権の消滅について善意無過失であること
３ 競合した場合──競合した双方の表見代理が適用
１ 代理権授与の表示と権限外の行為が競合した場合
「代理権授与の表示」のある表見代理人が，その表示された代理権の範囲を越えて「範囲
外」の代理行為をした場合です。
２ 代理権消滅後と権限外の行為が競合した場合
「代理権消滅後」に，以前の代理権の範囲を越えて「範囲外」の代理行為をした場合です。
１，２ともに，競合した双方の表見代理が適用されます。
４ 狭義の無権代理
狭義の無権代理というのは，まったく代理権のない者が代理行為を行う場合です。いわば，
本人の全然知らないところで，代理人と称する者が代理行為をしたわけで，さすがに本人に責
任を負わせることはできません。
「表見代理」とはならない狭義の無権代理では，本人を犠牲にしてまで相手方の利益を優先
させることは適切ではありませんから，当然には本人に対してどのような効果も生じません。
ところで，無権代理行為は，いまだ効果を生じない状態，つまり，有効とも無効とも確定し
ない状態にあります。この未確定状態を「確定」できるのは，本人と相手方です。
そのため──
① 本人には，追認権，追認拒絶権
② 相手方には，催告権，取消権が与えられています。
本人が「追認すれば有効」なものとして確定し，「追認を拒絶すれば無効」なものとして確
定します。相手方が「取り消せば，無効」なものとして確定します。
１ 本人は何ができるか──追認権，追認拒絶権
本人は，無権代理行為によってどのような法律効果も受けませんが，これを追認して，代
理権があってなされたと同様の効果を生じさせることもできます。
無権代理行為といっても，全部が全部，「本人に不利益なものとは限らない」からです。
たとえば，息子が親の代理人と称して，親の土地を売却した場合に，意外と高く売れたの
で，親がこの無権代理行為を追認する場合などです。
① 追認はだれにするか
追認をする相手方は，無権代理人でも，相手方でもかまいません。
② 追認したらどうなる？
無権代理行為は，有効か無効か未確定の状態にありますが，本人が追認すると，契約の
時にさかのぼって効力を生じ，はじめから有効な代理行為として確定します。
③ 追認を拒絶したらどうなる
勝手に代理行為をされたのですから，本人としては追認を拒絶して，無権代理の効果が
自分に及ばないようにすることができます。追認を拒絶すれば，無権代理行為は無効なも
のとして確定します。
２ 相手方は何ができるか──催告権，取消権
相手方は，本人の追認があれば，無権代理行為は本人に対して効力を生じ，追認がなけれ
ば効力を生じないという不安定な状態におかれます。そこで，こうした相手方を救済するた
め，相手方に催告権と取消権が与えられました。
① 催告権──どっちか早く決めてくれ
本人に対して相当の期間を定めて，その期間内に「無権代理行為を追認するかどうか」
を確答するよう催告ができます。本人が確答しないときは，追認を拒絶したものとみなさ
れ，無権代理行為は「無効なものとして確定」します。
この催告権は，無権代理人に権限がないことを知っていた悪意の相手方にもある，とい
うことに注意してください。悪意であっても，最小限，催告権による保護は与えてもいい
とされたのです。
② 取消権──こんな契約，こっちからさよならだ
本人が追認すると，無権代理行為は有効な代理行為として確定しますから，取消しは，
必ず本人の追認がない間にする必要があります。確定してしまうと，相手方は善意無過失
であっても，もう取り消すことはできなくなります。
そして，取消しもまた無権代理行為を「確定的に無効にする」行為ですから，取消しが
あると，今度は本人が追認できなくなるのです。
なお，相手方が悪意のとき，つまり，無権代理であることを知っていたときは，この取
消権はありません。悪意の相手方は，不確定な状態におかれても自業自得ですからね。
３ 無権代理人の責任── 一番悪い！
無権代理人には重い無過失責任が課せられています。これは，代理制度に対する社会的信
用の維持と，取引の安全確保を図るために認められた特別の責任です。
その責任は，無権代理人が，①代理権を証明できず，かつ，②本人の追認がないときは，
善意無過失の相手方は，無権代理人に対して，契約の履行請求または損害賠償請求をするこ
とができるというものです。次の①～④を注意してください。
① 本人が追認しないこと
本人が追認すれば，相手方は期待どおりの効果を収めることができますから，無権代理
人の責任は問われません。
② 相手方が善意無過失であること
代理人と称する者の代理権がないことを知らず，かつ，知らないことについて過失がな
いこと。
③ 無権代理人が行為能力者であること
制限行為能力者に重い責任を負わせるのは，適当とはいえないでしょう。
＊ 代理人は制限行為能力者でもよい，ということと混同しないように。
④ 責任の内容
無権代理人は，相手方の選択に従って，履行責任または損害賠償責任を負います。
・履行責任というのは，その無権代理行為が，無権代理人自身と相手方との間に成立し
たのと同じ責任を負うということです。
・損害賠償の範囲は，履行の代わりとなる全損害に及びます。
５ 総合問題
ドリルでも練習しましたが，もう１度確認しておきましょう。
１ 表見代理と狭義の無権代理の関係
相手方は，表見代理が成立する場合にも，無権代理の主張ができます。
つまり，相手方は自由に──
① 本人に表見代理の主張をすることもできますし，これを主張せずに，
② 無権代理人に履行責任または損害賠償責任を追及することができます。
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表見代理も無権代理の一種ですから，表見代理の規定と狭義の無権代理の規定が競合的に適
用されるのです。
２ 相続と無権代理行為
相続によって，無権代理人の地位と本人の地位が同一人に帰属した場合の問題です。相手方
の利益を優先させるのがポイントです。
① 無権代理人が本人を相続した場合
たとえば，Ａの子Ｂが無権代理人として，Ａの財産を処分した後に，本人Ａの死亡によ
ってこれを相続したような場合です。
・無権代理人が単独で相続した場合──
本人自身が行為をしたのと同じ法律上の地位が生じたものとされます。
つまり，無権代理人は，「本人の資格」で追認を拒絶することはできず，無権代理行
為は，当然に有効となります。
・無権代理人が他の相続人と共同相続した場合──
追認は，共同相続人全員が共同して行う必要がありますので，共同の追認がない限り，
無権代理行為は，無権代理人の相続分に相当する部分においても，当然に有効となるも
のではありません。
② 本人が無権代理人を相続した場合
たとえば，Ａの子Ｂが無権代理人として，Ａの財産を処分した後に，無権代理人Ｂが死
亡し，本人ＡがＢを相続したような場合です。
本人は相続により，無権代理人の責任（履行責任または損害賠償責任）も承継しますか
ら，善意無過失の相手方は，本人に対しこの責任を追及できます。
本人は，追認拒絶できる地位にあることを理由に，この責任を免れることはできません。
（この項終わり）__
□■ 目次
権利関係編──民法（民法総則）／時効・条件】（問題数３３問）
１ 時効制度／問題編（10問） 同／解答解説編
２ 取得時効／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 消滅時効／問題編（10問） 同／解答解説編
４ 条件／問題編（４問） 同／解答解説編
５ よくわかる！ 民法重点講座
【出題者のねらい】
時効も条件もやや難しい部類に入ります。判例の事例が多いため，問題文はどうしても長文化す
る傾向にありますが，その分，短い試験時間にどれだけ正確に問題を読んで正解を出せるか，それ
を知りたいのです。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 時効制度／問題編
【問１】
時効により取得することのできる権利は，所有権のみである。（63-3-1）
【問２】
時効が完成したときは，その効力は，起算日にさかのぼる。（63-3-2）
【問３】
Ａ所有の土地を占有しているＢは，占有を続け，ついにこの土地の所有権を時効により取得
した。この場合，Ｂが所有権を取得した時点は，時効が完成したときである。（62-8-1）
【問４】
時効は，当事者の請求によってのみ中断する。（63-3-3）
【問５】
Ａは，Ｂに対し金銭債権を有しているが，支払期日を過ぎてもＢが支払いをしないので，消
滅時効が完成する前に，Ｂに対して，支払いを求める訴えを提起した。この場合，訴えの提起
前６月以内に，ＡがＢに債務の履行の催告をしても，時効が中断されるのは，訴えを提起した
ときである。（1-2-2）
【問６】
Ｂは，Ａ所有の土地を自己所有のものと過失なくして信じて占有を開始した。５年後に，Ａ
はＢに対し，この土地を明け渡すよう裁判によらずして催告したが，その後５年間，ＡはＢに
対し何もせずに放置した。この場合，Ｂが当該催告を無視して占有を続けていたならば，Ｂの
ための取得時効はＡの催告によって中断されたことにはならない。（62-8-4）
【問７】
Ａは，Ｂに対し金銭債権（消滅時効期間は５年とする）を有しているが，支払期日を過ぎて
もＢが支払いをしないので，消滅時効が完成する前に，Ｂに対して，支払いを求める訴えを提
起した。この場合，Ａが訴えを取り下げたときは，Ａの金銭債権は，Ａがその取下げをした日
から５年間権利を行使しなければ消滅する。（1-2-3）
【問８】
Ａが自己の所有する土地をＢに売却する契約において，Ｂは，Ａの代金債権について消滅時
効が完成した場合の時効の利益をあらかじめ放棄することはできない。（58-11-3）
【問９】
確定判決で確定した権利は，時効で消滅することはない。（63-3-4）
【問10】
Ａは，Ｂに対し金銭債権（消滅時効期間は５年とする）を有しているが，支払期日を過ぎて
もＢが支払いをしないので，消滅時効が完成する前に，Ｂに対して，支払いを求める訴えを提
起した。この場合，ＡのＢに対する勝訴判決が確定したときは，時効は新たに進行を開始し，
その時効期間は10年となる。（1-2-1）
＊＊＊ １ 時効制度／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［時効取得できる権利の種類］
時効取得できる権利は，所有権だけではありません。地上権，永小作権，地役権など所有権
以外の財産権も時効によって取得できます。
＊【判例】が，債権である不動産賃借権の取得時効を認めている点は，注意を要します。
たとえば，「甲地」を借りている賃借人が，賃貸人の所有する「乙地も使用してその賃料を支払っ
ていた」場合に，乙地について賃借権の取得時効を認めました。
『土地の継続的な用益という外形的事実が存在し，かつ，それが賃借の意思に基づくことが客観的
に表現されているときは，土地賃借権を時効により取得することができる。』（最判昭43･10･8）
【問２】○ ［時効の遡及効］
時効の効力は，その起算日にさかのぼります。これを時効の遡及効（そきゅうこう）といいま
す。時効は，継続した事実状態をそのまま権利関係として保護する制度ですから，時効の効果で
ある権利の取得や消滅も，その事実状態が始まった時（起算日）にさかのぼるのは，当然なの
です。
■時効の効力（144条）───────────────────────────────────
時効の効力は，その起算日にさかのぼる。
──────────────────────────────────────────
【問３】× ［時効の遡及効］
前問と同じですね。記述を少し変えて出題されるのです。
時効が完成した場合，その効力は，起算日にさかのぼります。
つまり，Ｂが「所有権を取得した時点」は，「時効が完成したとき」ではなく，事実状態が
始まった起算日（占有を開始した時）なのです。
（起算日＝占有を開始した時） 10年後
─────╂───────────────╂─────
ｘ さかのぼるｙ
所有権取得←←←←←←←←←← 時効完成
ｙ時点で時効が完成すれば，Ｂは，占有が始まったｘ時点から所有者になるのであって，ｙ
時点からではないのです。これが，時効の効力が起算日にさかのぼるということです。
【問４】× ［時効の中断事由］
時効は，「当事者の請求」によってのみ，中断するのではありません。時効の中断事由には，
①請求のほかに，②承認，③差押え・仮差押え・仮処分があります。
■時効の中断事由（147条）─────────────────────────────────
時効は，次に掲げる事由によって中断する。
一請求二差押え，仮差押え又は仮処分三承認
──────────────────────────────────────────
【問５】× ［中断時期──催告］
催告後６ヵ月以内に訴えを提起した場合，時効が中断するのは，催告した時であって，「訴
えを提起したとき」ではありません。
催告した時（６ヵ月以内） 訴えの提起
─────╂───────────────╂─────
時効中断
【問６】○ ［時効の中断事由──催告］
催告しただけでは，時効中断の効力は生じません。催告というのは，内容証明郵便とか書留
郵便でする裁判外の請求ですが，時効中断力が弱く，催告後６ヵ月以内に，さらに強力な裁判
上の請求（訴訟の提起）や差押えなどをしなければ，完全には時効中断の効力を生じないので
す。
Ａは，「裁判によらずして催告した」だけで放置したのですから，この催告によってＢの取
得時効が中断されたことにはなりません。
■催告（153条）──────────────────────────────────────
催告は，６ヵ月以内に，裁判上の請求，支払督促の申立て，和解の申立て，民事調停法もしくは家事
審判法による調停の申立て，破産手続参加，再生手続参加，更生手続参加，差押え，仮差押え又は仮処
分をしなければ，時効の中断の効力を生じない。
──────────────────────────────────────────
【問７】× ［時効中断と訴えの取下げ］
訴えの提起（裁判上の請求）は，明確な権利の行使ですから，時効中断の効力を生じます。
ただし，訴えを提起しても，却下された場合または取り下げた場合には，中断の効力は生じ
ません。
Ａが「訴えを取り下げた」ときは，「訴えの提起」とはなりませんから，Ａの金銭債権は，
消滅時効の起算点である「支払期日」から５年間行使しないときに消滅します。
「取下げをした日」から５年間ではないのです。
■裁判上の請求（149条）───────────────────────────────
裁判上の請求は，訴えの却下または取下げの場合には，時効の中断の効力を生じない。
──────────────────────────────────────────
【問８】○ [時効利益の放棄]

時効の利益を，あらかじめ放棄することは許されません。時効完成後であれば自由に放棄でき
ますが，時効完成前に放棄することはできないのです。
債権者が契約時に債務者を強制して，あらかじめ時効の利益を放棄させるような弊害が生じ
るからです。
■時効の利益の放棄（146条）─────────────────────────────
時効の利益は，あらかじめ放棄することができない。
──────────────────────────────────────────
【問９】× ［判決で確定した権利の消滅時効］
確定判決で確定した権利も，裁判が確定した時から，新たに消滅時効が進行します。
■中断後の時効の進行（157条）────────────────────────────
① 中断した時効は，その中断の事由が終了した時から，新たにその進行を始める。
② 裁判上の請求によって中断した時効は，裁判が確定した時から，新たにその進行を始める。
──────────────────────────────────────────
【問10】○ ［判決で確定した債権の消滅時効］
Ａの金銭債権の消滅時効は，裁判が確定した時から新たに進行を開始し，その消滅時効期間
は，本来５年の消滅時効にかかるものであっても，一律10年とされます。
■判決で確定した権利の消滅時効（174条の2）──────────────────────
確定判決によって確定した権利については，10年より短い時効期間の定めがあるものであっても，そ
の時効期間は，10年とする。
──────────────────────────────────────────
□■ ２ 取得時効／問題編
【問１】
Ａ所有の土地の占有者がＡからＢ，ＢからＣと移った場合で，Ｃが期間を定めずＢから土地
を借りて利用していた場合には，Ｃの占有が20年を超えれば，Ｃは20年の取得時効を主張する
ことができる。（16-5-4）
【問２】
ＢはＡ所有の土地を賃借権に基づき占有していたが，今までに一度もＡより賃料を請求され
たことがない。この場合，Ｂはこの土地の占有を20年間継続しさえすれば，時効により所有権
を取得することができる。（62-8-2）（4-4-4）
【問３】
Ｂは，所有の意思をもって，平穏かつ公然にＡ所有の甲土地を占有している。このとき，Ｂ
が２年間自己占有し，引き続き18年間Ｃに賃貸していた場合には，Ｂに所有の意思があっても，
Ｂは，時効によって甲土地の所有権を取得することができない。（10-2-2）（4-4-1）
【問４】
Ｂの所有地について，Ａが善意無過失で占有を開始し，所有の意思をもって，平穏かつ公然
に７年間占有を続けた後，その土地がＢ所有のものであることを知った場合，Ａは，その後３
年間占有を続ければ，その土地の所有権を時効取得することができる。（4-4-2）（62-8-3）
【問５】
Ｂは，所有の意思をもって，平穏かつ公然にＡ所有の甲土地を占有している。この場合，Ｂ
の父が15年間所有の意思をもって平穏かつ公然に甲土地を占有し，Ｂが相続によりその占有を
承継した場合でも，Ｂ自身がその後５年間占有しただけでは，Ｂは，時効によって甲土地の所
有権を取得することができない。（10-2-1）
【問６】
Ａ所有の土地の占有者がＡからＢ，ＢからＣと移った場合において，Ａから土地を借りてい
たＢが死亡し，借地であることを知らない相続人Ｃが，その土地を相続により取得したと考え
て利用していたとしても，ＣはＢの借地人の地位を相続するだけなので，土地の所有権を時効
で取得することはない。（16-5-3）
【問７】
Ａ所有の土地の占有者がＡからＢ，ＢからＣと移った場合で，Ｂが平穏・公然・善意・無過
失に所有の意思をもって８年間占有し，ＣがＢから土地の譲渡を受けて２年間占有した。この
場合，当該土地の真の所有者はＢではなかったとＣが知っていたとしても，Ｃは10年の取得時
効を主張できる。（16-5-1）
【問８】
Ａ所有の土地の占有者がＡからＢ，ＢからＣと移った場合で，Ｂが所有の意思をもって５年
間占有し，ＣがＢから土地の譲渡を受けて平穏・公然に５年間占有した。このとき，Ｃが占有
の開始時に善意・無過失であれば，Ｂの占有に瑕疵があるかどうかにかかわらず，Ｃは10年の
取得時効を主張できる。（16-5-2）
【問９】
Ｂの所有地について，Ａが善意無過失で占有を開始し，所有の意思をもって，平穏かつ公然
に７年間占有を続けた後，ＢがＤにその土地を売却し，所有権移転登記を完了した。この場合，
Ａは，その後３年間占有を続ければ，その土地の所有権を時効取得し，Ｄに対抗することがで
きる。（4-4-3）（10-2-3）
＊＊＊ ２ 取得時効／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［借地人としての他主占有］
「土地を借りて利用」していたＣの占有は，借地人としての他主占有（借地権）であって，
所有の意思をもってする自主占有（所有権）ではありません。たとえ占有期間が20年を超えて
も，Ｃは，所有権の取得時効を主張することはできないのです。
（注）問題文からは「所有権」の取得時効かどうか不明確ですが，所有権として解説しました。
【問２】× ［賃借権に基づく他主占有］
賃借人Ｂが賃借権に基づいて土地の占有を20年間継続しても，時効によって所有権を取得す
ることはありえません。
Ｂの占有は賃借人としての占有であって，賃借の意思はあっても所有の意思のない他主占有
ですから，何年間占有を継続しても所有権を時効取得することはありえないのです。所有権を
時効取得するための占有は，所有の意思による自主占有であることが絶対に必要です。
【問３】× ［自主占有──自己占有と代理占有］
Ｂは２年間の自己占有と，賃借人Ｃに賃貸して占有させた18年間の代理占有をあわせて，20

年間で甲土地の所有権を時効取得できます。つまり，時効期間の継続中にその土地を他人に賃
貸しても，土地所有権を時効取得できるのです。
所有の意思がある自主占有は，自分が直接に所持する自己占有でも，賃貸して他人に所持さ
せる代理占有でもいいのです。賃貸により他人に代理占有させていても，自主占有であること
に変わりありません。
■代理占有（181条）─────────────────────────────────
占有権は，代理人によって取得することができる。
──────────────────────────────────────────
【問４】○ ［途中で悪意に変わったときの時効期間］
「善意無過失で占有を開始」した自主占有者Ａは，７年間の占有後に，土地が「Ｂ所有のも
のであることを知って」悪意に変わっても，その後３年間占有すれば，10年間で所有権を時効
取得することができます。
所有権の取得時効に必要な期間は，占有者が占有開始時に，善意かつ無過失であれば10年間
ですが，善意無過失は，占有の開始時で判断されますから，この時に善意無過失であれば，途
中で悪意に変わっても，10年間の時効期間に変わりはないのです。
【問５】× ［相続による占有の承継］
相続人Ｂは，父から占有を承継した後「５年間占有しただけ」で，甲土地の所有権を時効取
得することができます。
占有は，売買だけでなく相続によっても承継されますが，この場合，占有の承継人は，その
選択に従い，①自己の占有に前占有者の占有をあわせて主張してもいいし，または，自ら新し
く占有を取得していることから，②自己の占有だけを主張することもできます。
Ｂは，父が悪意であったとしても，父の15年間の占有と自身の５年間の占有をあわせて，20

年間で所有権を時効取得できるのです。
■所有権の取得時効（162条）─────────────────────────────
① 20年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，その所有権を取得
する。（→悪意占有）
② 10年間，所有の意思をもって，平穏に，かつ，公然と他人の物を占有した者は，その占有の開始の
時に，善意であり，かつ，過失がなかったときは，その所有権を取得する。（→善意占有）
■占有の承継（187条）
① 占有者の承継人は，その選択に従い，自己の占有のみを主張し，または自己の占有に前占有者の占
有をあわせて主張することができる。
② 前占有者の占有をあわせて主張する場合には，その瑕疵をも承継する。
──────────────────────────────────────────
【問６】× ［他主占有の相続と自主占有］
「土地を借りていた」借地人Ｂ（他主占有）の相続人Ｃが，その土地を「相続により取得し
たと考えて利用していた」場合には，その占有は外形的・客観的にみて所有の意思に基づくも
のといえますから，Ｃは自主占有により所有権を時効取得できます。
つまり，相続人は借地人の死亡により，土地の占有を相続によって承継しただけでなく，新
たに土地を事実上支配することによって，自ら占有を開始したといえるのです。
＊ 被相続人の占有が他主占有であるのに，相続人が所有の意思をもって占有を承継した場合には，
自主占有となるという点は注意を要します。
【問７】○ ［占有の承継──善意・無過失の承継］
譲渡を受けて，Ｂの占有を承継した悪意のＣは，自己の２年間の占有にＢの８年間の占有を
あわせて，10年の取得時効を主張できます。
承継人が，自己の占有に前占有者の占有をあわせて主張する場合に，承継人が善意無過失で
あるかどうかは，前占有者の占有開始時において判定されます。前占有者Ｂが善意無過失であ
れば，悪意の承継人Ｃもまた，善意無過失とされるのです。
前占有者Ｂ （８年間） 承継人Ｃ （２年間）
─────╂──────────────╂───────╂──
善意無過失悪意時効完成
【問８】× ［占有の承継──瑕疵の承継］
Ｂから占有を承継したＣは，自己の占有に前占有者Ｂの占有をあわせて主張できますが，こ
の場合には，Ｂの瑕疵（悪意または過失）も承継します。
Ｂの占有に悪意または過失があれば，Ｃは，たとえ自ら占有開始時に善意無過失であっても，
自らの５年間の占有だけでは，「10年の取得時効を主張できる」とはいえないのです。
【問９】○ ［取得時効と登記――時効完成前］
Ａの取得時効の完成前に，土地がＢ→Ｄに売却され移転登記を完了しても，Ａは，その後３
年間占有を続ければ所有権を時効取得し，登記を有するＤに対抗することができます。
時効完成前にあっては，占有者Ａと，新所有者Ｄとは，物権変動の当事者ですから，時効が
完成すれば，Ａは登記がなくても（あたかも，Ｂに時効取得を主張できるのと同じように），
Ｄに所有権取得を対抗できるのです。
Ａ （７年間） （３年間） 時効完成（所有権取得）
──────────────╂─────────╂───
Ｂ → 譲渡→ Ｄ
（所有権取得）
＊ 時効完成後の第三者
Ａの取得時効完成後に，Ｂ→Ｄの譲渡があった場合は，その譲渡は，Ｂ→時効取得者Ａとの
二重譲渡と同様の関係に立つため，Ａ・Ｄのどちらか先に対抗要件（登記）を備えた者が，所
有権を確定的に取得します（大連判大14･7･8）。
時効取得者と時効完成後の第三者との権利関係は，対抗要件（登記）の先後によって決定さ
れますから，取得時効により所有権を取得しても，その登記をしなければ，時効完成後に登記
を備えた第三者には所有権を対抗できないのです。
時効完成前と完成後では，異なることに注意してください。対抗要件（登記）のところでも
練習します。
□■ ３ 消滅時効／問題編
【問１】
Ａの有する権利が所有権である場合，所有権はその取得のときから20年間行使しなかった場
合には，時効により消滅する。（17-4-1）
【問２】
ＡがＢに対して有する100万円の貸金債権で，Ａが弁済期を定めないで貸し付けた場合，Ａ
の債権は，いつまでも時効によって消滅することはない。（9-4-1）
【問３】
ＡのＢに対する貸金債権（返済の時期は定めていない）の消滅時効は，Ａの催告の有無にか
かわらず，貸し付けたときから相当の期間を経過したときから起算される。（2-3-2）
【問４】
Ａが自己の所有する土地をＢに売却した場合で，Ｂが第三者Ｃから貸金2,000万円の返済を
受けたらＡに代金を支払うこととした場合，Ａの代金債権の消滅時効は，ＢがＣから返済を受
けたことをＡが知った日から進行を開始する。（58-11-1）
【問５】
ＡがＢに対して有する100万円の貸金債権について，ＡＢ間に裁判上の和解が成立し，Ｂが
１年後に100万円を支払うことになった場合，Ａの債権の消滅時効期間は，和解成立の時から
10年となる。（9-4-2）
【問６】
ＡのＣに対する債権が，ＣのＡに対する債権と相殺できる状態であったにもかかわらず，Ａ
が相殺することなく放置していたためにＡのＣに対する債権が時効により消滅した場合，Ａは
相殺することはできない。（17-4-3）（1-2-4）（7-8-1）
【問７】
ＡのＤに対する債権について，Ｄが消滅時効の完成後にＡに対して債務を承認した場合には，
Ｄが時効完成の事実を知らなかったとしても，Ｄは完成した消滅時効を援用することはできな
い。（17-4-4）
【問８】
Ａは，ＢのＣに対する金銭債務を担保するため，Ａ所有の土地に抵当権を設定し，物上保証
人となった。この場合，Ｂが，Ｃに対し，この金銭債務が存在することを時効期間の経過前に
承認した場合，Ａは，当該債務の消滅時効の中断の効力を否定することができない。
（12-2-3）
【問９】
ＡがＢに対して有する貸金債権について，Ｃが自己所有の不動産にＡの債権の担保として抵
当権を設定（物上保証）している場合，Ｃは，Ａの債権の消滅時効を援用してＡに抵当権の抹
消を求めることができる。（9-4-3）（12-2-1）
【問10】
Ａは，ＢのＣに対する金銭債務を担保するため，Ａ所有の土地に抵当権を設定し，物上保証
人となった。このとき，Ａが，Ｃに対し，この金銭債務が存在することを時効期間の経過前に
承認した場合，当該債務の消滅時効の中断の効力が生じる。（12-2-2）
＊＊＊ ３ 消滅時効／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［所有権の時効消滅］
所有権は，消滅時効にはかかりません。時効消滅する権利は，①債権と，②債権・所有権以
外の財産権です。
【問２】× ［返還時期を定めない金銭債権の消滅時効］
「弁済期を定めない」貸付債権であっても，「いつまでも時効によって消滅することはな
い」という債権は存在しません。
消滅時効は，権利を行使することができる時から進行するのです。
■消滅時効の進行（166条）──────────────────────────────
消滅時効は，権利を行使することができる時から進行する。
──────────────────────────────────────────
【問３】○ ［金銭消費貸借の消滅時効］
消滅時効は，権利を行使することができる時から進行します。
返済時期の定めがない債権の場合には，債権者はいつでも請求して権利を行使できますから，
消滅時効は債権成立の時（契約成立の時）から進行するのです。
ただし，本問の貸金債権のような金銭消費貸借の場合で，「返済の時期は定めていない」と
きは，債権者Ａは相当の期間を定めて返還を求める（権利を行使する）ことができますから，
Ａの貸金債権の消滅時効は，消費貸借契約成立の時から相当の期間を経過した時，つまり「貸
し付けたときから相当の期間を経過したとき」から進行します。
＊ 金銭の貸し借りを金銭消費貸借契約といいます。
■消費貸借の返還の時期（591条）───────────────────────────
① 当事者が返還の時期を定めなかったときは，貸主は，相当の期間を定めて返還の催告をすることが
できる。
──────────────────────────────────────────
【問４】× ［停止条件付債権の消滅時効］
売主Ａの代金債権には，買主Ｂが「第三者Ｃから返済を受けたら支払う」という停止条件が
ついています。停止条件付き債権の消滅時効は，条件成就の時から進行します。
売主Ａが，条件成就を「知った日」から進行するのではありません。
消滅時効は，権利を行使できる時から進行しますから，停止条件が成就すれば，たとえ債権
者が条件成就を知らなくても，すでに権利を行使できる状態にあるのです。
【問５】× ［消滅時効の起算点］
貸金債権に「１年後」というような確定した支払期限（確定期限）があるときは，消滅時効
はその確定期限が到来した時から進行します。
Ｂの債務の期限が到来するのは，「和解が成立」してから「１年後」ですから，Ａの債権の
消滅時効は，和解成立後１年から進行することになります。「和解成立の時」からではありま
せん。
Ａ→→→→→→→→→Ｂ
100万円貸金債権１年後
───────╂────────────╂──────
和解成立（１年後に払う） 期限
【問６】× ［時効消滅した債権による相殺］
Ａの債権がすでに時効消滅していた場合でも，その消滅以前（時効完成前）に，Ｃの債権と
相殺できる状態にあったときは，Ａは時効消滅した債権で相殺することができます。
これは相殺制度に基づく特別の理由によるもので，互いの債権が相殺できる状態（相殺適状
といいます）にあるときは，当事者は当然に清算されたように考えているのが通常と推測されま
すから，債権がたとえ時効で消滅していても，民法はこの期待を保護したのです。
（時効消滅）債権→→→→→→→→→→
Ａ 相殺適状Ｃ
←←←←←←←←←← 債権
＊ 相殺というのは，簡単にいえば，お互いの債権を差し引きで清算することです。実際に金銭のや
りとりをしなくても，意思表示だけで清算できますから，弁済が簡易かつ確実です。
■時効により消滅した債権を自働債権とする相殺（508条）─────────────────
時効によって消滅した債権が，その消滅以前に相殺に適するようになっていた場合には，その債権者
は，相殺をすることができる。
──────────────────────────────────────────
【問７】○ ［時効完成後の債務承認］
債務者Ｄが「時効完成の事実を知らなかったとしても」，時効完成後にいったん債務を承認
した以上，以後それに反する主張は許されず，完成した消滅時効を援用することはできません。
【判例】は，債権者としては「債務承認した債務者は，もはや時効の援用をしない趣旨であ
る」と考えるだろうから，援用を認めないのが信義則に照らし相当であるとしています。
【問８】○ ［債務者の債務承認］
承認は時効の中断事由ですから，主たる債務者Ｂが債務を承認すれば，金銭債務の消滅時効
は中断します。そして，時効中断の効果は物上保証人Ａにも及びますから，Ａは当該債務の
「消滅時効の中断の効力を否定することができない」のです。
保証債務の項で学習しますが，主たる債務者に対する履行の請求その他の事由による時効の
中断は，保証人に対しても効力を生じるのです（主たる債務者について生じた事由の絶対効）。
金銭債権
Ｃ →→→→→→ ←←←←←← Ｂ 主たる債務者
債務の承認
Ａ 物上保証人
抵当権設定
【問９】○ ［時効の援用権者──物上保証人］
物上保証人Ｃは，ＡのＢに対する貸金債権の消滅時効を援用して抵当権の抹消を求めること
ができます。時効の援用権者は，時効により直接利益を受ける者（およびその承継人）です。
債権が時効消滅すれば，これを担保している抵当権も消滅し，その結果，物上保証人は抵当
権の実行を免れることができるため，時効により直接利益を受ける者といえるのです。
＊ 債権が消滅すれば，これを担保している抵当権も当然に消滅します。これを抵当権（担保物権）
の附従性といいます。
貸金債権（時効消滅）
Ａ →→→→→→→→ Ｂ 主たる債務者
Ｃ 物上保証人
抵当権設定
【問10】× ［物上保証人の債務承認］
いかにも正解のような気がしますね。落とし穴です。
物上保証人Ａが，Ｂの金銭債務を承認しても，時効中断の効力は生じません。
物上保証人は，他人の債務が弁済されないときは抵当権が実行され，自分の財産が競売され
るという点で責任を負いますが，自ら債務を負担するわけではありません。もともと債務を負
担しない物上保証人が債務を承認しても，中断事由としての承認には該当しないのです。
＊ 物上保証人とは，子供の事業資金借入れのために親が自分の家土地に抵当権を設定するというよ
うに，他人の債務のために自分の財産の上に抵当権などの物的担保を負担する者をいいます。子供
が返済できないときは抵当権が実行され，親の家土地が競売さてしまいます。
□■ ４ 条件／問題編
【問１】
ＡとＢは，Ａ所有の土地をＢに売却する契約を締結し，その契約に「ＡがＣからマンション
を購入する契約を締結すること」を停止条件として付けた。この場合，停止条件の成否未定の
間は，ＡＢ間の契約の効力は生じていない。（11-6-1）(18-3-1)

【問２】
ＡとＢは，Ａ所有の土地をＢに売却する契約を締結し，その契約に「ＡがＣからマンション
を購入する契約を締結すること」を停止条件として付けた（仮登記の手続は行っていない）。
この場合，停止条件の成否未定の間は，Ａがその土地をＤに売却して所有権移転登記をしたと
しても，Ａは，Ｂに対して損害賠償義務を負うことはない。（11-6-3）
【問３】
Ａは，Ｂとの間で，Ｂ所有の不動産を購入する売買契約を締結した。ただし，ＡがＡ所有の
不動産を平成15年12月末日までに売却でき，その代金全額を受領することを停止条件とした。
この場合，平成15年12月末日以前でこの停止条件の成否未定の間に，Ａが死亡して相続が開始
されたときは，契約の効力が生じていないので，Ａの相続人は，この売買契約の買主たる地位
を相続することができない。（15-2-3）（11-6-4）（18-3-4）
【問４】
Ａは，Ｂとの間で，Ａ所有の山林の売却について買主のあっせんを依頼し，その売買契約が
締結され履行に至ったとき，売買代金の２％の報酬を支払う旨の停止条件付きの報酬契約を締
結した。この場合，Ｂがあっせんした買主Ｃとの間でＡが当該山林の売買契約を締結しても，
売買代金が支払われる前にＡが第三者Ｄとの間で当該山林の売買契約を締結して履行してしま
えば，Ｂの報酬請求権は効力を生ずることはない。（18-3-2）（15-2-4）（11-6-2）
＊＊＊ ４ 条件／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［停止条件と契約の効力］
停止条件は，その条件が実現・成就するまで契約の効力発生を停止させるものですから，条
件の「成否未定の間」は，契約の効力は生じていません。
停止条件付契約は，条件が成就した時から効力を生じるのです。
■条件が成就した場合の効果（127条）──────────────────────────
停止条件付法律行為は，停止条件が成就した時からその効力を生ずる。
──────────────────────────────────────────
【問２】× ［条件付権利（期待権）の侵害］
「停止条件の成否未定の間」に，売主Ａが，その土地をＤに売却して所有権移転登記をすれ
ば，仮登記もしていない買主Ｂは所有権を取得できなくなりますから，Ａは，Ｂに対して期待
権侵害による損害賠償義務を負わなければなりません。
条件の成否が未定の間であっても，当事者は，条件成就によって生じる相手方の利益を侵害
してはならず，民法はこれを条件付権利（期待権）として保護しているのです。
条件付権利の侵害は不法行為となり，損害賠償義務が生じます。
■条件の成否未定の間における相手方の利益の侵害の禁止（128条）──────────────
条件付法律行為の各当事者は，条件の成否が未定である間は，条件が成就した場合にその法律行為か
ら生ずべき相手方の利益を害することができない。
──────────────────────────────────────────
【問３】× ［条件付権利の相続］
買主Ａが死亡すれば，Ａの相続人は，Ａの「買主たる地位」を相続します。
条件の成否が未定の間であっても，当事者は，その条件付権利義務を売買などにより処分し
たり，時効中断などにより保存したり，保証人をつけるなど担保にすることができます。また，
相続の対象にもなるのです。
■条件の成否未定の間における権利の処分等（129条）───────────────────
条件の成否が未定である間における当事者の権利義務は，一般の規定に従い，処分し，相続し，もし
くは保存し，又はそのために担保を供することができる。
──────────────────────────────────────────
【問４】× ［条件成就の妨害の効果］
条件が成就することによって不利益を受ける当事者が，故意にその条件の成就を妨害したと
きは，相手方は，その条件が成就したものとみなすことができます。
Ａが，第三者Ｄと「売買契約を締結して履行してしまえば」，Ｂがあっせんした買主Ｃとの
売買契約は履行不能となるため，「履行に至ったとき」という停止条件は成就することがあり
ません，つまり，Ａは故意に停止条件の成就を妨害したことになるのです。
Ｂは停止条件が成就したものとみなして，Ａに対し報酬請求権を行使することができます。
■条件の成就の妨害（130条）─────────────────────────────
条件が成就することによって不利益を受ける当事者が，故意にその条件の成就を妨げたときは，相手
方は，その条件が成就したものとみなすことができる。
──────────────────────────────────────────
□■□■□■□■□■□■ ５ よくわかる！ 民法重点講座□■□■□■□■□■□■□
時効・条件・期限の重要点だけまとめています。基本中の基本ですから，繰り返し読んで，完全にマ
スターしましょう。
□■ 時効制度□■
１ 時効の効果──起算日にさかのぼる（遡及効／そきゅうこう）
時効が完成すると，その効果として権利を取得したり，権利が消滅しますが，この効果は時
効期間の最初の時，つまり，時効期間の開始時＝起算日にさかのぼります。
時効は，その期間継続した事実状態をそのまま権利として保護する制度ですから，これは当然
ですね。
・20年間所有者として使用してきた土地を時効取得する者は，20年前の時から所有者となる
のであって，20年後に所有者となるのではありません。
・時効によって取得された権利を時効期間中に侵害した者は，原権利者に対してではなく，
時効取得者に対して不法行為責任を負います。
時効期間の起算日は，
・取得時効の場合──占有を開始した時から，取得時効の時効期間が進行します。
・消滅時効の場合──権利を行使できる時から，消滅時効の時効期間が進行します。
２ 時効の援用
時効の援用というのは，時効によって利益を受ける者が，「時効の利益を受ける」という意思
を表示して，時効の成立を主張することです。
時効による権利の取得・消滅が完全な効力を生じるためには，この援用・主張がなければな
りません。つまり，「時効によって所有権を取得した」とか，「時効によって借金は消滅し
た」というふうに，時効を援用しないと，権利の取得・消滅という効果は生じないのです。
援用するかしないかは，時効によって利益を受ける者の自由な意思に任せられているのです。
これは，時効によって利益を受けることをいさぎよしとしない人に，時効の効果を押しつける
ことは適切ではないからです。
時効は，当事者が援用しなければ，裁判所も職権によって時効による権利の変動を考慮して
裁判をすることができません。
■時効の援用（145条）────────────────────────────────
時効は，当事者が援用しなければ，裁判所がこれによって裁判をすることができない。
──────────────────────────────────────────
３ 時効の援用権者
時効を援用できる者は，時効によって所有権を取得した者や債務を免れた者のような当事者
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のほか，時効により直接に利益を受ける者で，次の①～④の者です。
① 地上権者，抵当権者など（取得時効に関して）
たとえば，Ａの所有地を時効によって取得するＢから，地上権，抵当権などの設定を受け
たＣは，Ｂの取得時効の援用権があります。
つまり，Ｂが取得時効を援用しない場合には，Ｂは所有権を取得しませんが，Ｃは独自に
Ｂの取得時効を援用して，Ａの所有地上に，地上権，抵当権などを有することになるのです。
② 連帯債務者，保証人，連帯保証人（消滅時効に関して）
・連帯債務者の１人Ａについて消滅時効が完成すると，他の「連帯債務者」Ｂ，Ｃも，Ａ
の負担部分について債務を免れますから，直接の当事者として援用権があります。
・債務者が金銭債権の消滅時効を援用しない場合でも，その保証人，連帯保証人は消滅時
効を援用できます。
＊ 金銭債権というのは，売買代金の支払いを請求する権利，貸した金銭の返済を請求する権利な
どのように，金銭の支払いを求める請求権のことです。
③ 物上保証人（消滅時効に関して）
物上保証人というのは，他人の債務のために自分の不動産の上に抵当権などの担保権を負
担する者をいいます。親友の借金のために，自分の土地に抵当権を設定するような場合です。
債務者が債務を履行しない場合，物上保証人は，自己の不動産が競売されることを覚悟し
なければなりません。債務があるか消滅しているかは，物上保証人にとって重大な利益があ
るのです。そのため，物上保証人には，時効の援用権があります。
たとえば，債権者Ｃに対するＢの債務の担保として，Ａが自分の不動産に物上保証人とし
て抵当権を設定した場合，Ａも時効によって直接に利益を受ける立場にありますから，Ｂの
債務の消滅時効について，援用権を有するのです。
④ 抵当不動産の第三取得者（消滅時効に関して）
抵当権のついた不動産を取得した第三取得者は，抵当権が担保している債務の消滅時効を
援用して，抵当権を消滅させることができます。
債務が消滅すれば，それを担保する抵当権も附従性により当然に消滅しますから，抵当不
動産の第三取得者は，時効によって直接に利益を受ける立場にあるのです。
金銭債権（時効消滅）
Ａ →→→→→→→→→→→ Ｂ 債務者
↓売却
抵当権↓
↓
Ｃ 抵当不動産の第三取得者
４ 時効の利益の放棄
時効の利益の放棄というのは，「時効の利益を受けない」という意思を表示することです。
借金が時効によってなくなったのに，「いや，払います」というように，時効の利益を受け
ることを，いさぎよしとしない人の道徳心を尊重したのです。
時効利益の放棄は，すでに完成した時効についてだけ認められ，時効完成前に放棄すること
はできません。債権者が債務者を強制して時効の利益を放棄させる弊害があるからです。
なお，時効完成後に債務の承認がなされた場合には，時効完成の「知・不知にかかわらず」，
債務者は消滅時効の援用権を失うという【判例】（消滅時効問７参照）があります。
５ 時効の中断事由
時効は一定の事実状態が継続するものですから，この事実状態をくつがえす事実があるとき
は，時効は進行できないことになります。これを時効の中断といいます。
中断があると，それまでに進行した時効期間はすべて効力を失います（ゼロになります）。
そして，中断した時効は，その中断事由が終了した時から，また新しくゼロから進行を開始
するのです。
時効の中断事由には，①請求②承認③差押え，仮差押え，仮処分があります。
① 請求
請求とは，権利者が自分の権利を主張することで，ａ～ｃは，裁判所が関与する強力な権
利の行使ですから，時効を中断するのです。
ａ 裁判上の請求──裁判を起こす
訴えの提起ともいいいます。裁判を起こして請求することで，債務者に対して履行請求
の訴えを提起したり，所有権の確認を求めて訴訟を提起するような場合です。
ただし，訴えを提起しても，却下されたり，自ら取り下げた場合には，中断の効力を生
じません。
ｂ 支払督促
正式な裁判手続をしなくても，判決などと同じように，裁判所から債務者に対して「金
銭の支払いを命じる督促状」を送る手続です。
ｃ 破産手続参加
債務者が破産したときに，配当を申し出ることです。ただし，債権者が参加を取り消し
たり，その請求が却下されたときは，中断の効力は生じません。
ｄ 催告──裁判外でする請求
裁判手続によらずに，履行を請求する一切の行為をいいます。
請求書を送る，電話で請求する，あるいは内容証明郵便や書留郵便で請求するなど，裁
判手続の関与しない裁判外の請求です。
これらの催告は，中断力が弱く，催告後６ヵ月以内に，さらに強力な裁判上の請求とか，
差押え，仮処分などの手続をしなければ，完全には中断の効力を生じません。
また，１度催告した後，６ヵ月以内にまた催告するというように，催告を繰り返しても，
中断の効力はありません。単に催告しただけでは時効中断の効力は生じないことに注意し
てください。
催告をするには，とくに要式は必要ありませんが，「請求書」や「口頭の催促」だと，
「送った，いや受けとっていない」「言った，言わない」などの水かけ論になって，催告
の証拠が残りません。したがって，通常，催告は「内容証明郵便」で行われます。
内容証明郵便は，第三者である郵便局が，送信文書の内容，日付等を証明する郵便です
から，催告の「確かな証拠」となります。同時に「配達証明」もつけると，相手方に配達
された日時も証明することが可能です。
確かに請求した・催告したという証拠を残すためには──６ヵ月以内というのはこの時
から起算されます──内容証明郵便によることが必須です。
② 承認
「権利の存在を知っている」旨を表示することです。
たとえば，債務者が，返済期限から５年経過した時点で，「私は，確かに100万円借りてい
ます」と表明するような場合です。
このように，承認というのは，時効の利益を受ける者（多くは債務者）が，時効によって
権利を失う者（多くは債権者）に対して，「権利の存在を知っている」旨を表示することで
す。債務の存在を，債務者自身が認めているのですから，権利関係の存在が明らかとなるた
め中断事由とされます。
・債務の一部を弁済することは承認になり，また利息を支払えば，元本の承認となり，そ
れぞれ時効が中断されます。
・「もう少し待ってほしい」と口頭で申し入れることも，承認として中断の効力をもちま
す。
＊ 承認については，保証人や連帯保証人などのする債務の承認が，主たる債務者にも及ぶかどうか
など，債権編で問題となるところで試験によく出題されます。連帯債務・保証債務で学習します。
③ 差押え，仮差押え，仮処分
これらは，いずれも強力な権利実行行為ですから，時効を中断します。
ただし，これらの行為が取り消されたときは，中断の効力を生じません。
・物上保証人の不動産に設定した抵当権を実行したようなときは，これを債務者に通知し
てはじめて，中断の効力を生じます。この場合，中断の生じる時期は，競売開始決定正
本が債務者に送達された時とする【判例】があります。
６ 中断の効力が及ぶ者の範囲
時効中断の効力は，当事者（およびその承継人）の間においてだけ生じます。これが原則で
す。これを中断の相対効といいます。どういうことでしょうか？
たとえば，Ｃの所有地を，Ａ・Ｂが共同で占有して時効取得をしそうなときに，Ａに対して
中断行為をしても，Ｂに対しては中断の効力は生じない，
また，Ａ・Ｂの共有地を，Ｃが占有して時効取得をしそうなときに，ＣがＡに対して承認を
しても，Ｂにとって中断とはならない，ということです。
これは，事実状態を尊重する時効は，中断事由についても，その事実の生じた範囲において
だけ効力を認めるべきだという趣旨なのです。
ただし，この相対効の原則は，連帯債務や保証債務などで多くの例外が認められていること
に注意が必要です（絶対効の例外）。
７ 取得時効
取得時効の対象となる権利としては，所有権が最も重要です。
ほかに，地上権，永小作権，地役権などの用益物権も時効によって取得されます。また，債
権である不動産賃借権の取得時効も認められています。
① 所有権の取得時効の要件──占有について
所有権の取得時効は，一定の要件を備えた占有が一定期間継続することによって完成しま
す。次のような占有であることが必要です。
ａ 占有が自主占有であること
占有というのは，ある物がその人の事実上の支配下・管理下にあると認められることで
す。所有権を時効取得するための占有は，所有の意思をもってする占有，つまり，所有者
としてする占有であることが必要です。これを自主占有といいます。
所有者として使用したり耕作したり，あるいは他人に貸して地代を取っているなどの場
合がこれにあたります。
借主のように，他人の所有権を認めつつ物を支配する占有（他主占有といいます）は，
いくら長期間継続しても，所有権を時効取得することはありません。
所有の意思があるかどうかは，本人の主観的な意思とは関係なく，占有の態様・種類に
よって客観的に決まります。たとえば，賃借人が占有するときは，賃借の意思はあっても
所有の意思はありませんから，賃借人が賃借権に基づいて土地を20年間占有しても，時効
によって所有権を取得することはできません。
ｂ 占有が平穏・公然であること
暴力で奪った占有であったり，密かに取得した占有でないことが必要です。
ｃ 占有が継続すること
占有は，時効期間中継続することが必要です。占有者が任意に占有を中止したり，他人
に占有を奪われたときは，時効は中断します。ただし，他人に奪われても，直ちに占有回
収の訴えによって，占有を回復すれば，占有状態は継続するものとされています。
ｄ 占有の承継（占有の選択）
占有は，売買，贈与，相続等によって承継されますから，前占有者の占有と自己の占有
との関係が問題となります。民法は次のように定めました。
占有を承継した者は，その選択に従い──
・自己の占有だけを主張してもいいし，または，
・自己の占有に加えて，前占有者の占有をあわせて主張してもかまいません。ただし，
この場合には，前占有者の瑕疵（悪意や過失）もともに承継することになります。
占有の選択ができるのは，承継人は，一方で前占有者の占有を継続するという面と，他
方で自ら新しく占有を取得する，という２つの面をもっているからです。
たとえば，前占有者が悪意で８年占有した後，これを譲り受けて善意で11年占有した者
は，19年間の占有を主張できるし，あるいは11年間の占有を主張することもできるのです。
ただし，19年を主張するときは，悪意という瑕疵を伴った占有となります。
・占有の選択は，売買，贈与などのような特定承継だけでなく，相続のような包括承継
にも認められます。つまり，相続人が善意であれば，被相続人（前占有者）の悪意占
有と切り離して，自分の善意占有だけを主張できます。
・悪意で占有を始めた者から，売買等によって占有を承継した者が，承継時に善意であ
れば，その時から善意の占有となります。
・占有の承継人が善意無過失であるかどうかは，前占有者の占有開始の時点において判
断されます。したがって，前占有者が善意無過失であれば，悪意の承継人もまた，善
意無過失とされます。
② 所有権の取得時効の要件──時効期間について
時効期間は，占有開始時に──
・善意かつ無過失のときは10年，
・悪意または善意有過失のときは20年です。
善意とは，占有物が自分の所有に属すると信じることであり，無過失とは，善意であるこ
とについて過失がないことです。不動産取引で，登記簿を信頼するのは一般に無過失ですが，
登記簿を調査しないのは過失とされます。
占有者の善意無過失は，占有開始時において判断されます。この時に善意無過失であれば，
後に悪意に変わっても善意占有のままで，時効期間は10年です。悪意占有に変わることはあ
りません。
たとえば，Ａ所有地の占有者Ｂが，この土地を自己所有のものと過失なく信じて占有を開
始したところ，３年後に実はＡ所有のものであることを知ったとしても，Ｂは，占有開始時
から10年間の善意占有で土地所有権を時効取得できます。
③ 取得時効の効果──原始取得である
時効が完成し，援用されると，占有者は時効期間の最初にさかのぼって所有権を取得しま
す。その結果，本来の権利者は，自己の権利を喪失します。権利者から占有者へ権利が移転
するのではない，つまり承継取得ではないのです。
新権利者は，前権利者のもとで存在した制限に一切拘束されません。これを権利の原始取
得といいます。
④ 時効と登記
物権変動の対抗要件として問題となるところです。物権編で確認します。
８ 消滅時効
① 消滅時効にかかる権利
消滅時効にかかる権利で，重要なのは債権です。
物権では，地上権・永小作権・地役権（これらを用益物権といいます）が消滅時効にかか
り，また，抵当権は一定の関係者の範囲で，独自に消滅時効にかかります。
なお，所有権は消滅時効にかかりません。所有権絶対の思想の表れです。また，所有権に
基づく物権的請求権（妨害排除請求権など）も消滅時効にかかりません。
＊ 物権的請求権というのは，たとえば土地が不法に占拠された場合，土地の所有者は，不法占拠
者に対して，所有権を主張するとともに，所有権に基づく妨害排除請求権を行使できますが，こ
の請求権のことです。
② 債権の消滅時効の起算点
消滅時効は，「権利を行使できるのにこれを行使しない」という状態が一定期間継続する
ことによって完成しますから，消滅時効の起算点は，権利を行使できる時から進行します。
債権についていえば，債務の履行を求めることができる時から進行することになります。
具体的には──
ａ 確定期限の定めがあるとき→ 確定期限到来の時から進行。
ｂ 不確定期限の定めがあるとき→ 不確定期限到来の時から進行。
期限の到来を債権者が知っていなくても，関係なく進行します。時効における事実状態
は客観的なものであり，債権者の知・不知という主観によって左右されないのです。
＊ この点は，後で学習する履行遅滞とは異なることに注意してください。
ｃ 期限の定めがないとき→ 債権成立の時から進行。
債権者は，いつでも履行を請求できるからです。
ただし，返済期限を定めない消費貸借の場合，たとえば，金銭貸借の場合には，貸主は
相当の期間を定めて返還を求める（権利を行使する）ことができるとされていますから，
消滅時効は，消費貸借契約成立の時から相当の期間を経過した時から進行します（誤解し
やすいところですから要注意です）。
ｄ 停止条件が付されているとき→ 条件成就の時から進行。
③ 時効期間
債権は，原則10年で消滅します。ただし，債権の種類により，これより短い短期消滅時効
にかかる債権もあります。短期間で決済する取引慣行を考慮したのです。
債権以外の財産権は，20年です。

□■ 条件□■
私たちは契約をするときに，条件をつけることがよくあります。
「転勤になったら家土地を貸そう（賃貸借契約）」とか，「留年すれば毎月の学費を打ち切る
からね（贈与契約）」というような場合です。
条件とは，「転勤になったら」「留年すれば」というように，将来実現することが不確実な事
実をいうのです。
１ 停止条件と解除条件
① 停止条件の意味
ある不動産会社が，社員に対して「宅建試験に合格したら，20万円をプレゼントする」と
約束した場合に，「合格すれば」というのが停止条件です。
本来の契約は，「20万円をプレゼントする」という贈与契約ですが，その法律効果が生じ
るためには，「合格する」という事実が実現，つまり条件が成就しなければなりません。
条件が成就するまでは，「20万円をプレゼントする」という法律効果は「発生を止めら
れている」，つまり停止させられていることになります。
このように，その成就まで法律効果の発生を停止させておく条件を停止条件というのです。
② 停止条件の効果
停止条件付法律行為は，停止条件が成就した時からその効力を生じます。条件が成就する
までは，法律行為の効力は発生しません。契約は成立しているのですが，いまだ効力を生じ
ていない状態にあるのです。
③ 解除条件の意味
これに対して，会社が社員に，毎月奨学金として１万円を給付している場合に，「今年の
宅建試験に不合格になれば，奨学金を打ち切る」という約束をしたときは，不合格になれば，
条件が成就することになり，会社が社員に１万円給付してきたという法律効果は，「不合格
になる」という条件が成就することによって，失われることになります。
このように，「不合格になれば」という条件が成就することによって，すでに発生してい
る法律効果を消滅させる場合，この条件を解除条件というのです。それまで存続していた効
力が解除されるという意味です。
④ 解除条件の効果
解除条件付法律行為は，解除条件が成就した時からその効力を失います。
２ 条件付権利の侵害禁止
結婚すれば新居を贈与されるという約束（停止条件付贈与契約）をした人は，結婚すれば新
築家屋の所有権を取得できるという期待をもっています。
この期待は，条件付権利＝期待権として保護されており，相手方はこれを侵害することはで
きません。もし，相手方がこの期待権を侵害した場合，たとえば，贈与者がその新居を毀損し
た場合には，不法行為の原則に従い，損害賠償責任が生じます。
３ 条件付権利の処分等
条件付権利であっても，独立した財産権としての扱いを受けます。
つまり，条件の成否未定の間であっても，その権利・義務は，民法の規定に従い，処分し，
相続し，保存し，またはこれに担保を付けることができます。
たとえば，ＡＢ間で，Ａ所有地について停止条件付売買契約を締結した後，条件の成否未定
の間に，Ｂが死亡すれば，Ｂの相続人は，Ｂの買主としての地位を相続することができます。
４ 条件成就が妨害されたら？
条件の成就によって不利益を受ける当事者が，故意に条件成就を妨害したときは，相手方は，
その条件が成就したものとみなすことができます。
たとえば，宅建業者に対し，この土地を売ってくれれば高い報酬を支払うと約束した者が，
故意に売買契約を不成立とさせたときは，宅建業者は条件が成就したものとみなして，報酬を
請求することができるのです。
５ 不能条件
不能の停止条件を付けた法律行為は，無効です。
実現しない事実（成就不能）を停止条件とすれば，いつまでたっても効力を生じることがあ
りませんから，その法律行為は無効です。
たとえば，「死人を生き返らせたら全財産をあげる」などという場合には，実現しない事柄
を条件とするくらいですから，はじめから効力を生じさせる意思はない，つまり，最初から全
財産を与える意思はないのです。そのため無効とされます。
□■ 期限□■
条件との違い，確定期限・不確定期限，期限の利益と放棄について確認しておきましょう。
１ 意味
期限というのは，「来年の12月31日に」代金を支払うというように，その時まで支払いを猶
予したり，「平成30年末まで」毎月５万円を給付するというように，その時が来たら給付を止
めるという事実をいいます。
前者のように，その時期が到来するまで代金の支払いを猶予するというように，債務の履行
を猶予する期限を始期といいます。始期を付けたときは，期限が到来するまで履行請求するこ
とができません。
また，後者のように，その時期の到来によって効力を消滅させる期限を終期といいます。終
期を付けたときは，その効力は，期限が到来した時に消滅します。
期限は，条件と大変よく似ていますが──
条件は「成就するかどうかが不確実な事実である」のに対し，
期限は「到来することが確実な事実である」という点に根本的な違いがあります。
■期限の到来の効果（135条）─────────────────────────────
① 法律行為に始期を付したときは，その法律行為の履行は，期限が到来するまで，これを請求するこ
とができない。
② 法律行為に終期を付したときは，その法律行為の効力は，期限が到来した時に消滅する。
──────────────────────────────────────────
２ 確定期限と不確定期限
「来年の４月１日」のように，到来する時期が確定しているものを確定期限，「自分が死ん
だとき」というように，到来することは確実だが，その時期が不確実なものを不確定期限とい
います。それぞれ，その期限を過ぎた場合に，「消滅時効の進行」や「履行遅滞＝債務不履
行」の問題を生じる点で重要です。
３ 期限の利益──債務者のためにある
期限の利益というのは，期限があることによって当事者が受ける利益のことをいいます。
たとえば，来年の５月１日に借金を返済するという約束がある場合は，借主は，その期限到
来まで「支払いを拒絶できる」という利益を有しています。
同じように，平成30年末日まで土地を貸すという約束がある場合は，借主は，その期限到来
まで「土地の明渡しを拒絶できる」という利益を有しています。
このように，期限の利益は，通常債務者のためにあります。
４ 期限の利益の放棄
期限の利益は，原則として放棄することができます。つまり，債務者や借主は，期限到来前
に借金を返済し，土地を明け渡してもいいのです。
しかし，利息や賃料が定められているときは，債権者や貸主も，期限までの利息・賃料を得
るという利益を有していますから，民法は，期限の利益の放棄によって，相手方の利益を害し
てはならないと定めました。
つまり，債務者・借主は，期限までの利息・賃料を支払った上でなければ，期限の利益を放
棄することができないのです。
■期限の利益とその放棄（136条）───────────────────────────
① 期限は，債務者の利益のために定めたものと推定する。
② 期限の利益は放棄することができる。ただし，これによって相手方の利益を害することはできない。
──────────────────────────────────────────
（この項終わり）__
